
「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

1-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○市内相談支援事業所職員に対するケアマネジメント研修
　市内相談支援事業所の職員に対し、サービス等利用計画案を作成するために意思
決定支援についての周知や、資質の向上を図る研修を実施しました。
　・障害者ケアマネジメント研修会の実施

障害者
支援課

1-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○北九州市自立支援協議会の運営
　自立支援協議会において意思決定支援に必要な合理的配慮についての周知や、資
質の向上を図る研修を実施しました。
　・障害者ケアマネジメント研修会　１回実施
　・窓口担当者向け研修会　１回実施

障害者
支援課

1-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○北九州市自立支援協議会の運営
　自立支援協議会において、障害福祉サービス従事者や行政職員等に「障害福祉
サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の周知や、資質の向上を図る研
修を実施しました。
　・障害者ケアマネジメント研修会　１回実施
　・窓口担当者向け研修会　１回実施

障害者
支援課

分野１．生活の支援（障害福祉サービスの充実）

　自ら意思を決定することが困難な障害者に対し、本人の自己決定を尊重する観点から必要な意思決定支援を
行うとともに、障害の有無にかかわらず、障害のある人及び障害のある子どもが基本的人権を享有する個人とし
ての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害福祉サービス等の充実を図ります。

意思決定が反映されたサービス等利用計画の作成促進

障害福祉サービス等提供時における合理的配慮の提供の促進

意思決定支援の普及と質の向上

　障害のある人が、日常生活や社会生活に関して自らの意思が反映された生活を送ることができるように、可能
な限り障害のある人自らの意思決定が反映されたサービス等利用計画案の作成を促進するとともに、当事者の
支援の必要性に応じた適切な支給決定の実施に向けた取り組みを進めます。

　障害福祉サービス等の提供にあたり、障害のある人が自信を持って自らの意思を示し、主体的に意思決定を
行うことができるよう、障害福祉サービス等の内容に関する理解の手がかりとなる視覚的支援を行うなど、障害
福祉サービス事業者等による障害特性に応じた合理的配慮の提供を促進します。

（１） 意思決定支援の推進

　障害のある人や障害のある子どもの意思・意向が尊重されたうえで、地域社会において日常生活又は社会生活を営むこ
とができるような支援と障害福祉サービス等の支給決定等の取り組みを進めます。

基　本　的　な　施　策

　障害福祉サービス等における意思決定支援の質の向上を図るため、国が作成した「障害福祉サービス等の提
供に係る意思決定支援ガイドライン」を活用し、障害福祉サービス事業者や成年後見の担い手等を対象とした
研修を行います。
　併せて、日常生活及び社会生活における意思決定支援の普及を図るため、当事者・家族を始め関係団体、関
係機関、行政等が連携しながら、地域社会における意思決定支援のあり方について検討を進めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(1)-4

平成３０年度
実施状況

○法律相談及び成年後見制度利用支援事業（成年後見制度）
　判断能力が不十分で身寄りのない精神障害のある人、知的障害のある人の福祉を
図るため、成年後見制度利用支援事業により、生活保護受給者等に対し市長申立て
に係る支援を行いました。
　・市長申立て支援　１件

○市民後見人養成事業権利擁護・市民後見センター運営補助事業
　専門職後見人（弁護士・司法書士等）不足を補う「市民後見人」の養成を行うととも
に、法人後見業務を行う団体（社会福祉法人北九州市社会福祉協議会権利擁護・市
民後見センター）の運営を補助しました。
　・育成研修　６名修了

障害者
支援課

　知的障害や精神障害、発達障害により判断能力が不十分な人による成年後見制度の適切な利用を促進する
ため、必要な経費について助成を行うとともに、成年後見、補佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材
の育成及び活用を図るための研修を行います。

成年後見制度の適正利用の促進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(2)-1

○在宅サービス利用の状況
（訪問系サービス） 月平均利用延べ時間
　・居宅介護等
        （H29）４２，３２１時間/月（１，９１２人/月）
　　　　　　→ （H30）４３，２５６時間/月（１，９６５人/月）
（日中活動系サービス） 月平均利用延べ時間
　・生活介護 （H29）５８，２５５人日 → （H30）５７，１８８人日
　・自立訓練（機能訓練）
　　　　　　　　（H29）　２５２人日 → （H30）　２５４人日
　・自立訓練（生活訓練）
　　　　　　　　（H29）３，４８７人日 → （H30）３，１９９人日
　・就労移行支援
　　　　　　　　（H29）　６，６２５人日 → （H30）　６，１１４人日
　・就労継続支援（Ａ型）
　　　　　　　　（H29）１９，６９６人日 → （H30）１９，２８５人日
　・就労継続支援（Ｂ型）
　　　　　　　　（H29）３８，９７１人日 → （H30）３８，８９３人日
　・就労定着支援　（H30）３０人
　・短期入所（H29）３，１４３人日 → （H30）３，０３７人日
（居住支援・施設系サービス） 月平均利用延べ時間
　・共同生活援助
　　　　　　（H29）１，１５２人／月 → （H30）１，１９７人／月
　・施設入所支援
　　　　　　（Ｈ29）１，４４９人日→（Ｈ30）１，４０４人日
（相談支援） 月平均利用人数
　・計画相談支援（H29）７，９６６人/月→（H30）８，３９４人/月
　・地域移行支援 （H29）　　２３人/月 →（H30）　　２０人/月
　・地域定着支援（H29）　　６２人/月→（H30）　　５０人/月

○日常生活用具の給付・貸与
　   (H29)１２，６４８件／年→(H30)１２，６１５件／年
○移動支援
   　月平均利用者数(H29)５９７人/月→(H30)５８６人/月
〇訪問入浴サービス
　　月平均利用者数(H29)２２人／月→(H30)２２人／月
〇日中一時支援
　　月平均利用者数(H29)１３８人／月→(H30)１４７人／月
○補装具費の支給
　   (H29)２,８７８件／年→(H30)２，９６８件／年

平成３０年度
実施状況

　障害程度の重度化、障害の重複化、障害のある人の高齢化並びに障害特性の多様化が進むなか、障害のある人の多様
化・高度化するニーズに対応できる質の高いきめ細かな福祉・介護サービスの提供を目指します。

（２） 障害福祉サービスの質の向上等

障害の特性に配慮した適切な障害福祉サービスの提供の推進

　障害のある人が、基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい自立した日常生活及び社会生活を営
むことができるよう、多様化するニーズ等に対して、在宅の障害のある人に対する日常生活又は社会生活を営
む上での、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護等の支援を行うとともに、短期入所及び日中活動の
場の確保等により、在宅サービスの量的・質的充実を図るなど、障害の特性（心身の状況や生活の状態等）に
配慮した適切な障害福祉サービスの提供を推進します。

障害者
支援課
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(2)-2

○事業者指導
　集団指導や実地指導を通じて、事業者等に法令を遵守し、適切なサービスを提供す
るよう指導しました。
　・集団指導　２回実施
　・実地指導　１５４箇所(サービス種別ごと)

○市内相談支援事業所職員に対するケアマネジメント研修
　市内相談支援事業所職員が障害のある人が抱える課題の解決や適切なサービス
利用に向けたきめ細かなケアマネジメントが適切に行えるよう資質の向上を図る研修
を実施しました。
　・ケアマネジメント研修の実施

○北九州市自立支援協議会の運営
　自立支援協議会において障害福祉サービス従事者や行政職員等に向けた研修を
行いました。
　・研修会　３回実施

障害者
支援課

○発達障害者支援センターの機能の強化（事業所等職員人材育成）
　発達障害者支援センター「つばさ」において、関係機関、福祉サービス事業所等職
員の技術向上のための人材育成研修を実施しました。
　・研修会　１１回実施

精神保健
福祉課

○社会福祉施設従事者研修事業
　老人福祉施設、障害者福祉施設等の社会福祉施設において、利用者のニーズに
あった質の高いサービス提供が行われるよう、施設職員の経験に応じた階層別研修
や、課題別・職種別にカリキュラムを設定した専門研修を実施しました。
　・階層別研修　３コース、延べ４回実施
　・専門研修　８コース、８回実施　受講者（延べ）７８４名

保健福祉
局総務課

1-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○事業者指導
　集団指導や実地指導を通じて、事業者等の処遇改善の取り組みを促しました。
　・集団指導　　２回実施
　・実地指導　　１５４事業所(サービス種別ごと)

障害者
支援課

障害福祉サービス事業所等の従事者の処遇改善等

平成３０年度
実施状況

　障害福祉サービス等の提供において、関係法令を遵守し、適切なサービスが提供されるよう、集団指導や実
地指導を通じて、障害福祉サービス事業者等を指導します。
　また、障害福祉サービス等の質の向上に向けて、従事者等の資質向上を図るための研修等を実施します。

　障害福祉サービス事業所等の従事者が安心して働き続けることができるよう、事業者等に対して、従事者の処
遇改善や職場環境の改善に向けた取り組みを促し、従事者の早期離職防止・定着を図ります。

障害福祉サービス事業所の指導と従事者の資質向上
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○事業者指導
　集団指導や実地指導を通じて、障害福祉サービス報酬の請求等に関する事項の周
知、徹底等により、自立支援給付の適正化を図るとともに、事業者等によるサービス
の質の向上を目指す取り組みを促しました。
　・集団指導　２回実施
　・実地指導　１５４事業所(サービス種別ごと)

障害者
支援課

1-(3)-1

○障害児施設の運営
　市内社会福祉法人による指定管理により、市立障害児施設を適切に管理・運営して
います。
　・指定管理の市立障害児施設　６施設
○民間心身障害児施設運営補助
　民間心身障害児施設の円滑な運営を図るため、施設の運営補助を行っています。
　・補助施設（民間心身障害児施設）　３施設
○障害者相談支援事業
　障害のある人やそのご家族等からの相談に応じ、必要な情報提供や、権利擁護の
ための必要な援助等を行い、障害のある人の自立した生活を支援しました。
　・障害者相談支援 　２４，０６３件
○おもちゃライブラリー運営
　市内４ヶ所のおもちゃライブラリーにおいて、おもちゃの貸出、相談等を行いました。
　・市内　３箇所、貸出点数　４，６２０点

障害者
支援課

○発達障害児者支援機関ネットワークの構築
　発達障害児者支援機関、部署と施策全体の調整を行う会議を開催し、情報の共有
化や関係機関の連携強化を図りました。
　・連絡会議　４回開催

精神保健
福祉課

○生後４か月までの乳児家庭全戸訪問事業
　生後４か月までの乳児がいる家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐために、さまざ
まな不安や悩みを聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行いました。
　・個別訪問　６，７６６戸

子ども家
庭局子育
て支援課

障害のある子どもとその家族への一貫した支援の推進

平成３０年度
実施状況

　障害のある子どもの発達を支援する観点から、幼児の成長記録や指導上の配慮に関する情報を必要に応じ
て関係機関間で共有するなど、保健・医療・福祉・教育・雇用等の関係機関が連携し、障害のある子ども及びそ
の家族に対して、乳幼児期から成人後まで一貫した効果的な支援を地域の身近な場所で提供する体制の構築
を図ります。

障害福祉サービス事業所等による障害福祉サービス等の質の向上

（３） 障害のある子どもに対する支援の充実

　子どもが健やかに成長するための支援の実現を目指し、障害のある子ども及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒
業まで一貫した効果的な支援を身近な場所で提供できる体制の構築を図ります。

　障害福祉サービス等の質の向上に向けて、障害福祉サービス事業者が利用者等からの苦情解決に適切に取
り組むよう指導します。
　また、障害福祉サービス事業者の第三者評価の受審及び評価結果の公表の促進等に努めます。
　さらに、障害福祉サービス等情報公表制度の活用により、障害福祉サービス等を利用する障害のある人等が
個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上を図
ります。

5



「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(3)-2

○障害児施設給付
　障害のある子どもに対する日常生活の指導及び知識技能の付与のため、児童福祉
施設（入所・通所）において、障害のある子どもに提供したサービスに関する費用を施
設に対して支給しました。
　・通所利用延べ件数　３５，７０８件
　・入所延べ件数　５０７件

障害者
支援課

○放課後児童クラブの運営体制の充実
　障害のある児童等への対応が適切に行えるよう、体系的な研修制度の整備や、巡
回カウンセラーの派遣などにより、放課後児童支援員等の資質向上を図りました。ま
た、放課後児童クラブアドバイザーの派遣を通じて、障害のある児童への対応等で、
クラブと学校等との相互の関係づくりを推進しました。
　・指導員研修　２回実施
　・巡回カウンセラーの派遣　１０４クラブ　２３４回

子ども家
庭局子育
て支援課

障害の特性に応じた適切な保育等の資質向上

平成３０年度
実施状況

　障害児通所施設や保育所、幼稚園、放課後児童クラブ、その他関係機関等において、障害の特性に応じた適
切な保育等が行われるよう、専門的、体系的な研修を実施するとともに、市立総合療育センター等の専門施設
による体制の充実や専門職種を中心とした巡回カウンセラーの派遣等を行い、職員の資質向上を図ります。
　また、関係機関相互の連携を促進するなど、運営体制の充実に努めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(3)-3

○障害児保育の充実
　通常保育での受け入れに加え、延長保育、一時保育を含めて集団保育の可能な障
害のある子どもの受け入れを行いました。また、関係機関の協力のもと、集団保育の
可能な重度の障害のある子どもを受け入れました。
　平成３０年４月１日より医療的ケア児を今町保育所（直営保育所）で受け入れまし
た。
　・通常保育 （H29）　３５５ 人 → （H30）　３７１ 人
　・一時保育 （H29）　２人 → （H30）　２人

○親子通園事業
　直営保育所が発達が気になる子どもや育児に不安のある保護者等を親子で受け入
れ、保育所での学びの体験や相談を通じて継続した支援を行いました。また、保健、
医療、福祉、教育の関係機関と連携しながら、子どもにとって適切と思われる機関へ
の移行も支援しました
　・親子通園　１８５人（直営保育所　３箇所）

子ども家
庭局保育

課

○幼児教育の振興
　私立幼稚園施設の整備や備品、教材などの購入、特別な支援を要する幼児教育に
対する補助など幼児教育環境を整備するとともに、教諭の指導力、資質の向上を図り
ました。
　・施設数　９０箇所

○子育て支援機能の充実
　未就園児の親子登園や育児サークル支援、預かり保育事業などの実施を支援する
とともに、保育所・幼稚園合同研修（障害児保育研修、カウンセリング研修等）を行い、
子育て支援機能を高めました。
　・カウンセリング・障害児保育研修参加者　３０人

○私立幼稚園特別支援教育助成
　私立幼稚園における特別支援教育の充実のため、要支援児の受け入れに積極的
に取り組む園（サポート園）と協定を結びました。市はサポート園に対し要支援児の受
け入れに必要な人件費を補助し、保護者が就園先を探しやすいようにサポート園に関
する情報提供を行いました。
　・サポート園　１１箇所

子ども家
庭局幼稚
園・こども

園課

平成３０年度
実施状況

　障害のある子どもの福祉の向上と保護者の子育てを支援するため、身近な地域において、子ども・子育て支援
法に基づく給付その他の支援を可能な限り講じます。
　また、保育を必要とする集団保育が可能な障害のある子どもについて、保育所等での受け入れを行うなど、障
害のある子どもが同法に基づく保育等を円滑に利用できるようにするために必要な支援を行います。

障害のある子どもの保育等の利用推進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(3)-4

平成３０年度
実施状況

○障害児等療育支援
　在宅の障害のある子どもの福祉向上を目的に、在宅の障害のある子どもに対する
適切な療育を確保するために、専門的療育機能を活用した事業を行いました。

○在宅サービス利用の状況
　・居宅介護等
        月平均利用延べ時間
      （H29）４２，３２１時間/月→   (H30)４３，２５６時間/月
　　月平均利用人数
        (H29)１，９１２人/月→   (H30)１，９６５人/月
　・短期入所
　　月平均利用延べ時間
        (H29)３，１４３人日 → (H30)３，０３７人日
　・日中一時支援
　　月平均利用人数  (H29)１３８人／月 → (H30)１４７人／月

○計画相談支援
　・サービス等利用計画（障害児支援利用計画）の作成
     ２，３７２人

障害者
支援課

1-(3)-5

平成３０年度
実施状況

○在宅心身障害児（者）家庭訪問指導
　在宅の心身に障害のある人や障害のある子ども及びその保護者を対象に、定期的
な家庭訪問を行い、生活指導、療育訓練等を行いました。
　・在宅心身障害児（者）家庭訪問指導　221　回

○在宅サービス利用の状況
　・居宅介護等
        月平均利用延べ時間
      （H29）４２，３２１時間/月→   (H30)４３，２５６時間/月
　　月平均利用人数
        (H29)１，９１２人/月→   (H30)１，９６５人/月
　・短期入所
　　月平均利用延べ時間
        (H29)３，１４３人日 → (H30)３，０３７人日
　・日中一時支援
　　月平均利用人数  (H29)１３８人／月 → (H30)１４７人／月

○障害児等療育支援事業
　在宅の障害のある子どもの福祉向上を目的に、在宅の障害のある子どもに対する
適切な療育を確保するために、専門的療育機能を活用した事業を行いました。

障害者
支援課

児童発達支援等の支援体制の充実

在宅で生活する重症心身障害のある子ども等への支援の充実

　障害のある子どもに対して、児童発達支援を始め、居宅介護や短期入所（ショートステイ）、日中一時支援等の
障害福祉サービス等を提供し、障害のある子どもが身近な地域で必要な支援を受けられる体制の充実を図りま
す。
　また、障害のある子どもの発達段階や支援の必要性に応じて、児童発達支援、放課後等デイサービス及び保
育所等訪問支援による適切な支援を提供します。併せて、障害のある子どもが安心して地域における様々な活
動等に参加できるよう、支援を行う上での課題やその解決方法について検討します。

　障害のある子どもについて、情報提供や相談支援等により家族やその家庭生活を支援するとともに、在宅で
生活する重症心身障害のある人や子どもについて、専門的な支援の体制を整えた短期入所（ショートステイ）や
居宅介護、児童発達支援等の障害福祉サービス等により、在宅生活の支援の充実を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

1-(3)-6

○ことばと聴こえの相談事業
　言語・聴覚障害のある人等、ことばや聴こえに不安のある方に、言語聴覚士が個別
または集団で相談・指導・訓練やコミュニケーションに関する専門的な情報提供等の
支援を行いました。
　・ことばと聴こえの相談　２，４４８件

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

○乳幼児発達相談指導事業（わいわい子育て相談）
　心身の発達が気になる乳幼児について、医師・臨床心理士・保育士等がチームで相
談に応じ、発達障害等を早期に発見し、乳幼児の健やかな発達を支援しました。
　・わいわい子育て相談　１０５回　３６５人

子ども家
庭局保育
課、子育て

支援課

○親子通園事業
　直営保育所が発達が気になる子どもや育児に不安のある保護者等を親子で受け入
れ、保育所での学びの体験や相談を通じて継続した支援を行いました。また、保健、
医療、福祉、教育の関係機関と連携しながら、子どもにとって適切と思われる機関へ
の移行も支援しました。
　・親子通園　１８５人（直営保育所　３箇所）

子ども家
庭局保育

課

家族への支援体制の充実

平成３０年度
実施状況

　心身の発達が気になる子どもの子育てに悩みを持つ保護者に対し、子育て支援に関する必要な情報提供を行
うとともに、支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結びつけるなど、地域の中で子どもが健やかに育
成できる環境整備を図ります。
　また、障害のある子どもを育てる家族の負担を軽減し、安心して子育てできるよう、保護者やきょうだい児に対
する相談支援の充実を図るとともに、一時的休息（レスパイト）として、短期入所（ショートステイ）や日中一時支
援等を実施します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

○補装具費支給事業
　身体障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るため、身体機能を補うため
の用具の購入、借受け又は修理に要する費用について補装具費を支給しました。
　・補装具費の支給　２，９６８件

○日常生活用具給付等事業
　日常生活を営むのに支障のある在宅の障害のある人に対し、介護・訓練支援用具
や自立生活支援用具などを給付又は貸与しました。
　・給付件数　１２，６１５件

障害者
支援課

○介護実習・普及センターの運営（福祉用具等の普及）
　福祉用具の展示や情報提供、介護実習や研修会等を行いました。また、リハビリ
テーション専門職等が用具の選定や適合について相談支援を行いました。
　・講座受験者数　２，６３７人
　・相談件数　３，２９２件

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

平成３０年度
実施状況

○補助犬啓発事業
　補助犬に対する理解を促進するため、啓発につとめました。また、身体障害者補助
犬法の規定により、補助犬使用者又は受け入れ側施設の管理者等から苦情や相談
の申し出を受けたときは、必要な助言、指導等を行います。

障害福祉
企画課

　市民や企業等に対し、身体障害者補助犬への関心や理解を深める取り組みを推進します。また、身体障害者
補助犬の受け入れについて、補助犬利用者や受け入れ側からの相談に的確に対応していきます。

1-(4)-1

（４） 福祉用具等の普及促進

日常生活用具の給付等と普及促進

平成３０年度
実施状況

　補装具の購入、借受け又は修理に要する費用の一部に対する公費の支給、日常生活用具の給付・貸与を行
います。
　また、福祉用具プラザ等における福祉用具の展示や相談を通じて、福祉用具に関する情報提供等を行うととも
に、その普及を促進します。

　障害のある人のより一層の社会参加を推進するため、福祉用具等の情報提供に努めるとともに、その役割等に関する広
報啓発に努めます。

1-(4)-2

身体障害者補助犬の理解促進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

2-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○出前講演やリーフレットの配布、家族会活動への後援等を通して、広く市民に精神
障害についての普及・啓発を図りました。

精神保健
福祉課

2-(1)-2

○福岡県、福岡市と共に福岡県精神科救急医療システムを運営し、緊急かつ救急の
患者へ病院を紹介するなど、夜間・休日における精神科緊急・救急医療体制の整備
及び適切な医療の確保を行いました。

○夜間・休日の精神疾患急変時等に相談できる窓口を設置し、精神障害のある人
や、家族等の不安を軽減することで、地域生活を支援しました。

精神保健
福祉課

○かかりつけ医に対し、うつ病等精神疾患に関する診療の知識・技術及び精神科等
の専門の医師との連携方法、自殺リスクの判定の仕方、家族からの話や悩みを聞く
姿勢等を習得するための研修を実施しました。
　・研修　２回実施

精神保健
福祉セン

ター

2-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○アルコール等依存症者の治療・社会復帰の支援及びその家族に対する相談・支援
体制の充実強化を図るとともに、多方面にわたる関係者との連携及び支援者の育成
（研修開催）等により、再乱用防止を推進し、薬物依存症者及びその家族が地域で安
心して生活できるよう支援しました。
　・薬物乱用対策研修　２回実施

○市民に対し自殺対策について啓発を図るとともに、うつ病に関する知識の普及、メ
ンタルヘルスケアに関する取り組み等を行いました。

○また、市役所内外の関係部局・機関との連携等により、自殺対策の推進体制の強
化を図るほか、自殺予防に必要な人材（ゲートキーパー）を育成しました。

精神保健
福祉セン

ター

2-(1)-4

精神科医療体制の充実

　社会が複雑化し、価値観や人間関係等が急激に変化する中、年々増加するうつ病等のストレス性疾患等に対応するた
め、こころの健康の推進に努めます。

　精神科医療機関とその他の医療機関や精神保健行政機関との連携を促進し、地域における適切な精神医療
提供体制の充実や相談機能の向上を推進します。
　また、精神疾患の急発・急変により速やかな医療を必要とする人を医療機関へ繋ぎ、迅速かつ適切な医療を
提供するため、精神科救急医療体制の充実を図ります。

平成３０年度
実施状況

精神疾患の予防と早期発見・早期対応

　精神疾患の予防と早期発見・早期対応を行うとともに、うつやアルコール等依存症の問題等に取り組み、その
重症化を防ぎ、自殺に傾く人を減らす対策を行います。

精神障害のある人を支える人材の育成

分野２．保健・医療の推進

　障害のある人が身近な地域において、保健・医療サービス、医学的リハビリテーション等を受けることができる
よう、提供体制の充実を図ります。
　特に、医療的ケアを必要とする障害のある人や、難病患者に関する施策を推進します。

（１） 精神保健・医療の適切な提供等

　学校、職域及び地域における精神保健相談の充実等、市民のこころの健康づくりを推進します。

市民のこころの健康づくり

基　本　的　な　施　策
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

平成３０年度
実施状況

○精神障害のある人の地域移行に携わる、病院、相談事業所、行政等の支援者に対
し、研修会の実施等を通して、人材の育成や連携体制の構築を図りました。
　・研修会　３回実施

精神保健
福祉課

2-(1)-5

精神保健福祉法に基づき、下記の事業を実施しました。
○措置入院者医療費等公費負担の状況
　・公費負担　５４人　４８,５１６,４９７円
○精神科病院実地指導等により精神科医療適正化を行いました。
　・精神科病院実地指導　１８回
○精神保健福祉審議会の運営
　・審議会　１回開催
○精神保健福祉相談
　・相談　１８,００１件

精神保健
福祉課

○精神医療審査会において、医療保護入院者等の入院届や定期病状報告の審査
や、精神科病院に入院中の人またはその家族等から行われた退院・処遇改善請求に
関する審査を行いました。
　・審査会　２４回開催

精神保健
福祉セン

ター

2-(1)-6

平成３０年度
実施状況

○新たに精神障害者支援地域協議会を設置し、措置入院の適正な運用の在り方等を
検討しました。
　・協議会　１回開催

精神保健
福祉課

　精神障害のある人の地域移行の取り組み等を担う保健師、精神保健福祉士、公認心理師等について、人材の
育成や連携体制の構築等を図ります。

精神医療審査会等の適正な運営

　精神医療における人権の確保を図るため、精神保健福祉法の趣旨に即して、精神医療審査会等の適切な運
営に努めます。

平成３０年度
実施状況

精神障害者支援地域協議会の開催

　地域の精神科医療機関の役割分担や連携、関係機関間の情報の共有等を検討するために精神障害者支援
地域協議会を開催します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

2-(2)-1

○身近な地域で、日常的な診療、健康相談や保健指導等を行うとともに、必要に応じ
て、適切な医療機関や専門医を紹介してくれる「かかりつけ医」の普及啓発を図りまし
た。

地域医療
課

○身近な地域で、日常的な歯科診療や歯科保健指導を行うとともに、必要に応じて、
適切な専門医等を紹介してくれる「かかりつけ歯科医」の普及啓発を図りました。

健康推進
課

○市民を対象に、かかりつけ薬局や薬剤師をもつことのメリットや医薬分業、医薬品
や健康食品の適正使用、ジェネリック医薬品などについて周知するため、「くすりのセ
ミナー」を実施しました。
　セミナー　９回実施、参加者　１８８名

医務薬務
課

2-(2)-2

平成３０年度
実施状況

○本市における障害のある人や子どもの療育及び医療の中核施設である総合療育
センターの再整備を行いました。
　・総合療育センター　平成３０年１１月１日リニューアルオープン

○発達障害のある子どもの早期発見・早期支援に向けて、療育センターやかかりつけ
医、多職種連携による切れ目のない支援体制について検討しました。

障害者
支援課

2-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○市医師会における「小児在宅医療検討部会」の中で、保健・医療・福祉・保育・教育
など、関係者の連携体制の構築や情報の共有方法について検討しました。

障害者
支援課

　高齢化が進む中、障害の重度化・重複化の予防及びその対応に努めます。

地域のかかりつけ医等の普及

　様々な障害について、高齢化等による障害の重度化・重複化の予防及びその対応に留意するとともに、障害
のある人が身近な地域の医療機関を円滑に利用できるよう、医師会、歯科医師会、薬剤師会の協力を得て、か
かりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師（薬局）の普及啓発を図ります。

平成３０年度
実施状況

市立総合療育センターとかかりつけ医の連携推進

医療的ケアが必要な子どもの支援の推進

　障害児療育の拠点である市立総合療育センターの機能充実を図るとともに、市立総合療育センターとかかりつ
け医の役割分担・情報共有の仕組みづくりを進めます。

　医療的ケアが必要な子どもが適切な支援を受けられるように、保健・医療・障害福祉・保育等の関係機関が連
携を図るための取り組みを推進します。
　また、医療的ケアが必要な子どもを受け入れる社会資源の確保に努めます。

（２） 保健・医療の充実等
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

2-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○平成30年度に障害児（者）入所施設を対象としたアンケート調査を実施し、その結
果について北九州市口腔保健推進会議の中で意見交換を行いました。また、市ホー
ムページで障がいのある方の歯科診療について情報提供を始めました。

健康
推進課

2-(2)-5

○自立支援医療(更生医療）の給付
　・更生医療　５９,１６２件　２,２７９,２８９,５４４円

○重度障害者医療の給付
　・重度障害者医療　２２,８９３人/月　３,４６６,７２７,０７５円

障害者
支援課

○自立支援医療（精神通院医療）の給付
　・精神通院医療　１７,４８８人　２,５２９,０１７,０２９円

精神保健
福祉課

○自立支援医療（育成医療）の給付
　・育成医療　１２０人　１０，１１１千円

子ども家
庭局子育
て支援課

2-(3)-1

○発達障害のある人の療育・教育のリーダーを養成するため、発達障害関係職員を
発達障害の専門機関である国立機関等の研修を受講し、そこで得た最新の療育・教
育方法を市内の支援者に周知しました。

精神保健
福祉課

○精神保健福祉業務に関わる行政職員を対象に、精神保健福祉についての知識や
対応方法等の研修を実施しました。
　・精神保健福祉に関する教育研修　４回実施

精神保健
福祉セン

ター

　保健・医療に従事する人材の育成・確保とともに、障害や障害のある人に関する正しい知識の普及を図るなど、資質の向
上に努めます。

　障害の重度化を抑制するとともに、経済的負担を軽減するため、自立した日常生活又は社会生活を営むうえ
で必要な医療について、自立支援医療(育成医療、更生医療、精神通院医療)、重度障害者医療、特定医療（指
定難病）等の医療費の助成を行います。
　また、対象となる市民が制度を円滑に利用できるよう、患者団体や医療機関に対し、制度の普及に努めるとと
もに、市政だよりやウェブサイト等により広く周知を図ります。

　障害のある人の歯科検診、歯科治療受診の利便性の向上のため、北九州市口腔保健推進会議での意見等を
参考に、市歯科医師会や市立総合療育センター歯科等関係機関と連携し、口腔の健康の保持・増進を図る取り
組みの検討を進めます。

医療費助成の普及

平成３０年度
実施状況

口腔の健康の保持と増進

（３） 保健・医療を支える人材の育成・確保

保健・医療を支える職員の資質向上

　市民の健康相談等を行う保健所、区役所等の職員の資質の向上を図るとともに、障害のある人にとって必要
な福祉サービス等の情報提供が速やかに行われるよう、保健・医療・障害福祉事業従事者間の連携を図りま
す。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

2-(3)-2

○医療従事者や、警察、店舗等に対して、発達障害に関する理解を深めるための研
修を実施するとともに、発達障害の特徴や対応について記載したリーフレットを作成し
ました。
　・リーフレット配布実績　７８６枚

精神保健
福祉課

○身体障害者福祉法第１５条に規定する指定医師を対象として、身体障害者診断書・
意見書の記入内容の解説や、最新情報の提供を行い、障害程度の認定に関する技
術の向上を図りました。
　・１５条指定医研修　１回実施（参加者　６１名）

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

2-(3)-3

○保健・医療・障害福祉・介護の関係者など地域における支援者を対象に、精神保健
福祉についての知識や対応方法等の研修を実施しました。
　・精神保健福祉に関する教育研修　４回実施                                            ○ひき
こもりの問題に関わる支援者が一堂に会し、情報交換を行うことで、連携のための
ネットワークの構築や互いの支援のスキルアップを目指すことを目的とした連絡会を
開催しました。
　・ひきこもり支援実務者連絡会　２回／年開催

精神保健
福祉セン

ター

○障害のある人や高齢者等が、住み慣れた地域で、安全にいきいきとした生活を送る
ことができるよう、保健・医療・福祉・介護の関係者のネットワークづくりや人材育成な
ど、地域リハビリテーションの推進に取り組みました。
　・地域リハビリテーションケース会議
　　　　　　３回開催（参加者　５０９名）

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

医療従事者に対する障害と障害のある人や子どもの専門的知識の普及

保健・医療等関係者の地域ネットワークづくりや人材育成

　障害のある人や子どもの保健・医療を支える医師や保健師、看護師等に対して、障害に係る専門的な知識や
障害福祉の制度等の知識の周知を図ります。
　また、医療機関において障害のある子どもに対応する方法、円滑な診療を妨げる行為が生じた場合の対処方
法等の研修の充実を図ります。

平成３０年度
実施状況

平成３０年度
実施状況

　障害のある人や高齢者等が自らの決定に基づいて、身近な地域で安全にいきいきとした生活を送ることができ
るよう、保健・医療・福祉・介護の関係者のネットワークづくりや人材育成、地域リハビリテーションの推進等に取
り組みます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

2-(4)-1

○特定医療費の支給状況
　・特定医療　７，２４０人　１，２４１，２１６，２１０円

難病相談
支援セン

ター

○小児慢性特定疾病医療費の支給状況
　・小児慢性特定疾病医療　７８１人　１９２，０９２千円

子ども家
庭局子育
て支援課

2-(4)-2

○難病サービスガイドやホームページ等により、医療費助成制度や福祉サービスをは
じめ、医療相談会などの情報提供を行いました。
　・難病サービスガイド（平成３０年度版）の発行

健康推進
課

○難病患者の療養や就労等の相談対応をはじめ、難病患者や医療福祉関係者への
情報提供、患者同士の交流の場の提供を行いました。

難病相談
支援セン

ター

○小児慢性特定疾病児童等とその家族の持つ様々なニーズに対応した相談支援を
行いました。
　・小児慢性特定疾病児童等に関する相談支援　３５６件

子ども家
庭局子育
て支援課

　難病患者の在宅療養上の適切な支援を行うとともに、安定した療養生活に資する取り組みを進めます。

（４） 難病に関する保健・医療施策の推進

難病患者の医療費助成等

　難病に関する医療の普及を図るとともに、難病患者の医療費の負担軽減を図るため、医療費助成を行いま
す。
　また、小児慢性特定疾病児童等についても、その家庭の医療費の負担軽減を図るため、医療費助成を行いま
す。

平成３０年度
実施状況

難病患者等の在宅療養の支援推進

　難病患者等に対し、総合的な相談や支援を行うとともに、在宅療養上の適切な支援を行うことにより、安定した
療養生活の確保と難病患者等及びその家族の生活の質の向上を図ります。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

2-(5)-1

○糖尿病等の生活習慣病の予防やがんの早期発見をするために、特定健診や各種
がん検診、歯周病検診等を実施するとともに、健康診査の重要性の普及啓発に取り
組み、受診促進を図りました。

健康推進
課

○聴覚の障害を早期に発見し、早い段階で適切な措置が講じられるようにするため、
新生児に対し行う聴覚検査費用の一部を助成しました。また、検査で聴覚障害が発見
された場合には、早期療養に取り組むための支援を行いました。

子ども家
庭局子育
て支援課

2-(5)-2

平成３０年度
実施状況

○全国的に不足が生じている産婦人科、小児科医師の確保のため、医師会が主催す
る後期臨床研修や周産期医療に関する研修等への補助を実施しました。

地域医療
課

　治療を必要とする子どもの早期発見につなげる取り組みを進めるなど、障害の原因となる疾病等の適切な予防及び早期
発見や健康保持・増進の推進を図ります。

（５） 障害の原因となる疾病等の予防・早期発見

各種健康診断の普及と関係機関の連携推進

　妊婦健診、乳幼児健診、保健指導の適切な実施、周産期医療・小児医療体制の充実等を図るとともに、これら
の機会の活用により、疾病等の早期発見及び治療、早期療養を図ります。
　また、障害の早期発見と早期療育を図るため、療育に知見と経験を有する医療・障害福祉の各関係機関が緊
密な連携を取り、適切な支援を行います。

平成３０年度
実施状況

周産期医療体制の充実

　周産期医療対策においては、ハイリスク母体・胎児及び新生児等にわたる課題に対応するため、妊娠、出産
から新生児に至る総合的な周産期医療体制の充実を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

2-(5)-3

○夜間・休日における救急医療体制の維持・確保のため、急患センターの運営、テレ
フォンセンターにおける病院の紹介、協力病院による初期救急体制等の整備を実施し
ました。

地域医療
課

○身近な地域で、日常的な診療、健康相談や保健指導等を行うとともに、必要に応じ
て、適切な医療機関や専門医を紹介してくれる「かかりつけ医」の普及啓発を図りまし
た。

地域医療
課

○身近な地域で、日常的な歯科診療や歯科保健指導を行うとともに、必要に応じて、
適切な専門医等を紹介してくれる「かかりつけ歯科医」の普及啓発を図りました。

健康推進
課

○市民を対象に、かかりつけ薬局や薬剤師をもつことのメリットや医薬分業、医薬品
や健康食品の適正使用、ジェネリック医薬品などについて周知するため、「くすりのセ
ミナー」を実施しました。
　セミナー　９回実施、参加者　１８８名

医務薬務
課

2-(5)-4

平成３０年度
実施状況

がんや糖尿病などの生活習慣病の早期発見、発症予防と重症化予防を図るため、
「北九州市健康づくり推進プラン」に基づき、がん検診等の各種健康診査及び受診促
進事業を実施しました。

健康推進
課

　生活習慣病の早期発見、発症予防と重症化予防について、「北九州市健康づくり推進プラン」等に基づき推進
します。

地域・在宅での医療の提供体制の充実

　疾患、外傷等に対して適切な治療を行うため、専門医療機関、身近な地域における医療機関及び在宅での医
療の提供体制の充実を図るとともに、関係機関の連携を促進します。

平成３０年度
実施状況

北九州市健康づくり推進プランの普及

1
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

3-(1)-1

○在宅サービス利用の状況
　・居宅介護等
        月平均利用延べ時間
      （H29）４２，３２１時間/月→   (H30)４３，２５６時間/月
　　月平均利用人数
        (H29)１，９１２人/月→   (H30)１，９６５人/月
    ・生活介護
　　月平均利用延べ時間
      （H29）５８，２５５人日 → （H30）５７，１８８人日
　・短期入所
　　月平均利用延べ時間
        (H29)３，１４３人日 → (H30)３，０３７人日
　・日中一時支援
　　月平均利用人数  (H29)１３８人／月 → (H30)１４７人／月

○障害のある人が、社会との交流促進等を行うために利用する地域活動支援セン
ターの運営事業者に経費の助成を行いました。
　・地域活動支援センター　８箇所

○グループホーム開設時における備品購入費等助成事業の継続実施等により、施設
入所者の地域生活への移行を促進しました。
　・備品購入費等助成　７件

○共同生活援助の状況
　・市内グループホーム　１５８箇所
　　月平均利用人数（H29）１，１４６人 → （H30）１，１９７人

○福祉ホームの状況
　・福祉ホーム
         　　２箇所　（H29）１４人/月 → （H30）１４人/月

○認知症高齢者等が認知症などにより所在不明となった場合に、警察や郵便局、区
役所、タクシー会社等とのネットワークにより、早期発見・早期保護を図りました。
・ＳＯＳネットワーク登録者数　１，９００人

認知症支
援・介護予
防センター

平成３０年度
実施状況

障害者
支援課

　障害のある人の在宅生活を支える障害福祉サービスについて充実を図るとともに、地域生活を支えるための
多職種のチームが連携する支援を始め、障害のある人の地域における生活の場のひとつであるグループホー
ム等に対する支援を行うことにより、障害福祉サービスの継続的な利用を促進します。

　障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で自立に向けた生活を営むことができるよう、個人の多様なニーズに対
応する地域生活の支援を推進します。
　また、精神障害のある人について、入院医療中心から地域生活中心に地域移行が促進されるような施策に取り組むととも
に、ひきこもりの状態にある当事者と家族への支援等、在宅生活を送る精神障害のある人に対する支援を推進します。

分野３．地域包括ケアシステムの構築（地域生活支援、相談体制の充実）

基　本　的　な　施　策

　障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けることのできる体制を構築します。
　また、障害のある人の地域移行を一層推進し、障害のある人が必要なときに必要な場所で、適切な支援を受
けられるような取り組みを進めることで、障害の有無にかかわらず、市民が相互に人格と個性を尊重し、安全に
安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指します。

（１） 地域移行支援・地域生活支援の充実

在宅生活を支える障害福祉サービスの充実
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○ひとり暮らしの重度障害のある人に対し、栄養バランスのとれた食事を届けることに
よって、自立を支援するとともに安否確認を行い、異常時の対応を適切かつ速やかに
行いました。
　・重度障害者訪問給食サービス　延配食数：３，４１７食/年

○在宅で生活する常時介護が必要な重度の身体障害のある人で、自宅や通所サー
ビス等で入浴することが困難な人に対し、看護師やヘルパーが乗車した移動入浴車
を派遣し、入浴サービスを実施しました。
　・訪問入浴サービス
　　月平均利用者数(H29)２２人／月→(H30)２２人／月

○在宅で生活する常時介護が必要な重度の障害のある人に、身体介護や家事援
助、外出時における移動中の介護を総合的に行いました。
　・重度訪問介護　７，５６３時間/月（１９人/月）

障害者
支援課

3-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○障害のある人が住みなれた地域を拠点とし、本人の意向に即して、充実した生活を
送ることができるよう、関係機関が連携し、地域生活への移行や地域生活を継続する
ための支援を推進しました。
　・地域相談支援　７０件

障害者
支援課

3-(1)-4

平成３０年度
実施状況

○障害のある人やそのご家族等からの緊急時の相談に速やかに応じました。
　・障害者相談支援　２４，０６３件

○先行事例や、国の見解も踏まえ、関係機関や関係団体と共に、本市の社会資源を
活かした拠点整備について説明を行いました。
　・北九州市自立支援協議会　２回開催

障害者
支援課

障害の重度化・重複化、障害のある人の高齢化への対応

　障害の重度化・重複化、障害のある人の高齢化に対応する地域における居住の支援や障害福祉サービスの
提供、専門的ケア及び強度行動障害のある人等への適切な支援を推進するとともに、長時間サービスを必要と
する重度訪問介護利用者等に対して、適切な支給決定を行います。

地域での生活を支える地域相談支援の充実

　障害のある人の地域生活への移行や地域で生活する障害のある人を支える地域相談支援（地域移行支援・
地域定着支援）を提供するための体制の整備を図ります。

地域生活支援拠点の整備

　障害の重度化や障害のある人の高齢化、「親亡き後」を見据え、障害のある人やその家族が地域で安心して
生活できるよう、日頃から、身近なところで見守りや交流を行うとともに、緊急時にすぐに相談でき、必要に応じて
緊急的な対応を図る体制として、地域の社会資源を活用した地域生活支援拠点の整備に取り組みます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(1)-5

○視覚障害のある人に対して、日常生活上必要な訓練・指導を行うとともに、情報を
入手しにくい聴覚障害のある人に対して、社会生活上必要な知識を学ぶ機会や意見・
情報を交換する生涯学習の場を提供しました。
　・視聴覚障害者生活教室　５７回開催　延べ９６３人

○障害者社会適応等訓練
　・オストメイト　４回実施　延べ７２人
　・食道発声訓練、人口咽頭による発声訓練等
　　　　　　　　　４８回実施　延べ１，４７１人
　・発声訓練指導者を養成する講習会
　　　　　　　　　　１回実施　参加者　６人

○障害者社会参加推進センターの運営
　障害のある人の多様なニーズに応え、障害別の生活講座やコミュニケーション支援
セミナーなどを実施しました。
　・自立生活講座　４回実施、参加者　７６人
　・コミュニケーション支援セミナー　２回実施、参加者１１９人

障害福祉
企画課

○屋外での移動に困難な障害のある人に対し、外出のための支援を行い、地域での
自立生活及び社会参加を促しました。
　・移動支援
   　月平均利用者数(H29)５９７人/月→(H30)５８６人/月

○生命維持装置を装着している重度の全身性障害のある人に、大学等の通学や学
校内の活動（排泄や食事等）の支援を行いました。
　・重度障害者大学等進学支援　１人

○多様化する利用者のニーズに応え、よりきめ細かいサービスを提供するため、意
欲、ノウハウ、資金力等を有する社会福祉法人への譲渡を含め、市立障害福祉施設
の再整備を進めました。
　・小池学園（平成３０年４月）、 日明リサイクル工房、若松工芸舎
　　（平成３０年１１月）を民間譲渡

○障害のある人の住まいの場や日中活動の場を確保するとともに、その機能の充実
を図るため、市立障害福祉施設の修繕・改修及び備品購入等を行います。また社会
福祉法人等が設置する障害福祉施設の建設や大規模改修を助成しました。
　・障害福祉施設助成　１件

障害者
支援課

○中途視覚障害者緊急生活訓練
　・歩行訓練、日常生活動作訓練、コミュニケーション訓練等
　・支援者の技術的研修

○ことばと聴こえの相談
　・言語聴覚士が相談・指導・訓練やコミュニケーションに関する支援を行いました。

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

　外出のための移動支援や地域活動支援センターの機能の充実等、社会参加や日常生活における創作的活動
や生産活動の機会を提供するとともに、地域の特性や利用者の状況に応じた地域生活支援の充実を図ります。

平成３０年度
実施状況

地域生活における活動支援の充実
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(1)-6

○障害のある人やそのご家族等からの相談に応じ、必要な情報提供や、権利擁護の
ための必要な援助等を行い、障害のある人の自立した生活を支援しました。
　・障害者相談支援　２４，０６３件

障害者
支援課

○精神障害のある人が地域の一員として安心して生活できるよう、精神科医療機関、
障害福祉サービス事業者、行政等が協議し重層的な連携を図りました。

精神保健
福祉課

3-(1)-7

○精神科病院に設置される退院後生活環境相談員と地域支援事業者との合同研修
等を行い、相談技術の向上と連携の促進を図りました。
　・地域移行の研修会　２回／年実施

○ピアサポーターの養成を行うとともに、市民向けの講座や当事者家族、支援者に向
けた研修でピアサポーターが体験談を話し、精神障害の理解を深める啓発活動を行
いました。
　・ピアサポーター養成講座　６回実施
　・ピアサポーター　（Ｈ29）　７人　→　（Ｈ30）　９人
　・精神障害者の退院支援　４８件

精神保健
福祉課

〇困難な背景を抱える方からの相談をさまざまな専門職の方が受け生活の支援を図
りました。
　・くらしとこころの総合相談会　３回／年実施

精神保健
福祉セン

ター

平成３０年度
実施状況

　精神障害のある人とその家族が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、保健・医
療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、障害福祉サービス事業者、行
政等の重層的な連携を図ることで、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進します。

平成３０年度
実施状況

精神障害のある人の地域生活の支援体制の充実

　入院中の精神障害のある人の早期退院（入院期間の短縮）及び地域移行・地域定着を推進するため、入院中
からの交流・相談を始め、地域生活へ移行した後の日常生活や通院治療のフォローアップ、こころの健康に関す
る相談対応等、障害のある人が安心して地域で生活できる支援体制の充実を図ります。
　また、生活に不都合が生じた場合の施設での受け入れ等、関係機関が連携して支援する体制を構築します。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(1)-8

○在宅サービス利用の状況
　・居宅介護等
月平均利用延べ時間
      （H29）４２，３２１時間/月→   (H30)４３，２５６時間/月
　　月平均利用人数
        (H29)１，９１２人/月→   (H30)１，９６５人/月
    ・生活介護
　　月平均利用延べ時間
      （H29）５８，２５５人日 → （H30）５７，１８８人日
　・短期入所
　　月平均利用延べ時間
        (H29)３，１４３人日 → (H30)３，０３７人日
○共同生活援助の状況
　・グループホーム
             （H29）１５０箇所 → （H30）１５８箇所

障害者
支援課

○精神障害のある人が継続して地域で生活できるよう、アウトリーチの充実を図り、病
状が悪化する前に早期に適切な支援に繋ぐための協議を行いました。

精神保健
福祉課

3-(1)-9

平成３０年度
実施状況

○小児等在宅医療推進組織を設立し、医療的ケア児への対応についての技術や知
識の共有等を通じて、保健・医療・福祉・保育・教育など、関係者の連携体制の構築や
情報の共有に努めました。

障害者
支援課

3-(1)-10

平成３０年度
実施状況

○市立の障害者施設の運営について、専門性を有する社会福祉法人などの民間活
力を導入し、施設の適切な運営やサービスの向上を図りました。

○多様化する利用者のニーズに応え、よりきめ細かいサービスを提供するため、意
欲、ノウハウ、資金力等を有する社会福祉法人への譲渡を含め、市立障害福祉施設
の再整備を進めました。
　・民間譲渡　２施設（日明リサイクル工房、小池学園）

障害者
支援課

　常時介護を必要とする障害のある人が、自らの決定に基づき身近な地域で生活できるよう、日中及び夜間に
おける医療的ケアを含む支援の質と量の充実を図るとともに、体調の変化・支援者の状況等、必要に応じて一
時的に利用することができる社会資源の整備を促進します。
　また、常時介護を必要とする障害のある人等に対し必要な支援を適切に実施できるよう、支援の在り方につい
て検討を行います。

精神障害のある人の在宅生活支援

 在宅生活を送っている精神障害のある人が、安心して地域での生活が維持できるよう、多職種のチームによる
訪問支援（アウトリーチ）を始め、地域生活の場であるグループホームの設置や継続的な利用の促進等、在宅生
活を支える障害福祉サービスの充実を図ります。

平成３０年度
実施状況

医療ケア等社会資源の整備促進

障害福祉施設の整備

　現在、指定管理者制度で運営されている市立障害福祉施設については、より柔軟かつ安定的に運営サービス
を提供するため、民間事業者による独立した運営が可能な施設については、条件が整い次第、社会福祉法人
への移譲も含めた再整備を進めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(1)-11

平成３０年度
実施状況

○司法関係をはじめとする様々な関係機関との協議や事例を通じて連携を深め、触
法障害者が地域で再び犯罪を繰り返さずに生活できるように必要な支援を行う体制を
目指しました。

障害者
支援課

触法障害者への支援

　触法障害者の円滑な社会復帰を促進するため、基幹相談支援センターや司法関係者、地域生活定着支援セ
ンター、保護観察所、協力事業主、障害福祉サービス事業者等の関係機関と連携の下、必要な福祉サービス等
を利用できるよう支援を行います。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(2)-1

○「よろず相談窓口」である障害者基幹相談支援センターを中心とした障害者相談支
援体制の連携強化に努めました。
　・基幹相談支援センター受付件数　２４，０６３件

障害者
支援課

○市民サービスの向上を図るため、大里、曽根、島郷、折尾、上津役、八幡南出張所
の保健福祉相談窓口において、高齢者福祉、福祉医療、障害者福祉等に関する相談
対応や、申請の受付を行いました。
　相談件数　３３，７２９件（平成３０年度実績）

市民文化
スポーツ
局総務区

政課

○高齢者・障害者相談コーナーの窓口職員のレベルアップを図るため、研修の充実を
図るほか、福岡県主催の相談支援従事者研修に職員を派遣しました。
　・新任職員研修　１回実施　１０４人

障害福祉
企画課

○障害のある人への福祉サービスの向上のため、区窓口担当者に必要な知識・技術
の向上を図ることを目的とする研修を行いました。
 ・身体障害者手帳に関する研修　１回実施
 ・療育手帳に関する研修　１回実施

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

○精神保健福祉業務に関わる行政職員を対象に、精神保健福祉についての知識や
対応方法等の研修を実施しました。
　・精神保健福祉に関する教育研修　全２回実施
　・精神保健福祉実務者研修　全２回実施
　・依存症関連問題専門研修　２回実施
　・依存症関連問題実務者ネットワーク研修会　２回実施
　
○薬物依存症者の治療・社会復帰の支援及びその家族に対する相談・支援体制の充
実強化を図るとともに、多方面にわたる関係者との連携及び支援者の育成（研修開
催）等により、再乱用防止を推進し、薬物依存症者及びその家族が地域で安心して生
活できるよう支援しました。

○地域における自殺対策を推進するため、自殺対策基本法に基づき、市民に対し自
殺対策について啓発を図るとともに、うつ病に関する知識の普及、メンタルヘルスケア
に関する取り組み等を行いました。　また、市役所内外の関係部局・機関との連携等
により、自殺対策の推進体制の強化を図るほか、自殺予防に必要な人材（ゲートキー
パー）を育成しました。

精神保健
福祉セン

ター

　障害のある人及びその家族が地域で安心して暮らせるよう、多職種が連携しながら訪問支援（アウトリーチ）を含むきめ細
かな相談支援に取り組み、障害や日常生活上の悩み、不安等について相談できる体制の構築に努めます。

相談支援体制の充実

（２） 相談支援体制の充実

　障害のある人が自らの決定に基づき、身近な地域で相談支援を受けることができるよう、様々な障害種別、年
齢、性別、状態等に対応し、総合的な相談支援を提供する体制の整備を図ります。
　特に、障害者手帳の交付や各種の障害福祉サービス等の受付、支給決定等を行っている区役所高齢者・障
害者相談コーナーについては、その機能を強化するために、窓口職員に対する専門研修による人材育成を進め
ます。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(2)-2

平成３０年度
実施状況

○基幹相談支援センターにおいて対応困難事例の支援方法の検討や情報共有を行
い、障害者支援に関する専門性の向上に努めました。

○基幹相談支援センターにおいて、夜間・休日も２４時間３６５日、いつでも電話相談
を受け付けました。

障害者
支援課

3-(2)-3

○障害のある人が地域で安心して生活できるように、地域の関係機関によるネット
ワークの構築や地域課題の解決に向けて、行政と民間が協議や連携を進めるための
場である「北九州市自立支援協議会」の運営を行いました。
　・自立支援協議会　２３回開催

障害者
支援課

○夜間・休日の精神疾患急変時等に相談できる窓口を設置し、精神障害のある人
や、家族等の不安を軽減することで、地域生活を支援しました。
　・相談件数　１，７８４件

精神保健
福祉課

3-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○北九州市自立支援協議会において、専門部会の見直しや、協議内容を柔軟に変更
することで、地域の実情に応じた課題解決の為の協議を行いました。
　・自立支援協議会　２３回開催

障害者
支援課

　どこに相談してよいかわからないといった障害のある人のための「よろず相談窓口」として、地域における障害
者相談支援の中核的な役割を担う「北九州市基幹相談支援センター」において、訪問支援（アウトリーチ）を含め
たきめ細かな相談対応を行い、障害のある人とその家族に寄り添った支援を進めます。

北九州市障害者自立支援協議会の運営等の充実

　相談支援事業者の事業運営等の評価や具体的な困難事例に対する指導・助言、ネットワークの構築を目的と
した北九州市障害者自立支援協議会の運営等の充実を図ります。

各種相談機関の地域ネットワークの構築

　基幹相談支援センターと高齢者・障害者相談コーナーを始めとする区役所の相談窓口、相談支援事業者、各
種専門機関、地域関係者は、互いに連携・協働し、様々な相談に対応します。
　様々な相談機関が地域のネットワークを構築し、支援の必要な人にできるだけ早く気付き、必要な支援へつな
ぐ体制づくりを進めることにより、障害のある人とその家族を共に支える地域ネットワークの構築を図ります。

平成３０年度
実施状況

北九州市基幹相談支援センターの充実
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(2)-5

平成３０年度
実施状況

○発達障害児者に関する支援の場で共通のアセスメントツールが用いられ、その結
果（特性評価）が、当事者のライフステージの段階が変わっても引き継がれていく仕組
みを構築する研究会を開催しました。
　・発達障害者支援アセスメントツール研究会　４回実施

○発達障害者支援センター「つばさ」が中心となり、街頭啓発や研修・セミナーの実
施、ライフステージごとの各種相談、困難事例の対応策を検討する「処遇検討会」の
開催などを行いました。
　・研修・セミナー　１１回実施
　・処遇検討会　３１回実施

○「発達障害者地域支援マネジャー」の配置を地域生活
支援事業のメニューに追加し、発達障害者支援センターへの配置することで地域
支援機能の強化を図りました。

精神保健
福祉課

3-(2)-6

○難病患者やその家族等の療養上、日常生活全般にわたる様々な悩みや相談に対
応するため、難病相談支援センターを拠点とした相談体制の充実を図りました。
　・相談件数　２，１８０件

○地域における難病患者や家族が安心して療養生活が送ることができるよう、必要な
情報提供を行うとともに、患者・家族会等の支援を行いました。

○難病相談支援センターを拠点として、難病患者の療養や就労等の相談対応をはじ
め、難病患者や医療福祉関係者への情報提供、患者同士の交流の場の提供を行い
ました。
　・なんくるカフェ　３回開催

難病相談
支援セン

ター

○難病に関する情報の収集、啓発及び提供、並びに教育活動、広報活動を通じた難
病に関する正しい知識の普及を図りました。

難病相談
支援セン

ター

発達障害のある子どもや大人への支援

　発達障害のある子どもや大人への支援について、幼児期の「気づき」の段階から、ライフステージに応じ一貫し
た支援体制の構築を図るため、行政の縦割りを超えた体制づくりを進めます。
　併せて、市立総合療育センターや発達障害者支援センター「つばさ」を中心とした相談支援、家族支援の強化
等に取り組み、保健・医療・障害福祉等の協働による包括的な支援を進めます。

難病患者やその家族の支援

　難病患者の療養上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図るとともに、難病患者の様々なニーズに対応し
たきめ細やかな相談や支援を通じて地域における難病患者支援対策を推進するため、北九州市難病相談支援
センターを拠点に、難病患者の相談・支援を行います。
　また、難病患者やその家族が地域で安心して療養生活を送ることができるよう、患者・家族会等の支援をはじ
め、情報提供や啓発、医療相談会等の取り組みを実施します。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(2)-7

平成３０年度
実施状況

○難病患者やその家族をはじめ、医療・福祉・就労等の関係機関、関係団体によって
構成する「北九州市難病対策地域協議会」を開催し、地域における難病患者支援の
課題を共有し、支援体制について協議を行いました。
　・北九州市難病対策地域協議会　２回開催

難病相談
支援セン

ター

3-(2)-8

○高次脳機能障害のある人の社会復帰促進を図るため、相談支援や研修会を実施
しました。（高次脳機能障害支援ネットワーク体制整備）
　・集団相談会　１２回実施
　・個別相談　１２件

精神保健
福祉課

○若年性認知症に対する正しい理解の普及啓発や、支援者向け研修会の実施、本
人や家族に対する必要な情報提供や相談支援を行いました。
　・相談支援　１０回（実件数）

認知症支
援・介護予
防センター

3-(3)-1

○障害者支援施設やグループホームから一人暮らしへの移行を希望する知的障害
や精神障害のある人に、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応によ
り、障害のある人の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支
援を行います。

障害者
支援課

○高齢者のみならず、支援を必要としている人が社会的に孤立することのないよう、
住民と行政の力を結集し、地域における既存の見守りの仕組みを結びつけ、網の目
を細かくすることによって、地域全体で見守り、必要なサービス等につなげていく取り
組みを行いました。
　・いのちをつなぐネットワーク推進会議　１回開催
　・地域会合への参加　１，６６８回
○障害のあるホームレスへの支援を図るため、ホームレス自立支援センターと区役所
や関連機関などとの連携を図り自立を支援しました。

地域福祉
推進課

（３） 地域福祉の充実

地域社会の仕組みづくり

　障害のある人が地域社会において自立した生活ができるように、一人ひとりが抱える課題を地域社会みんな
で受け止め、地域の多様な専門性を生かして解決する仕組みづくりを進めます。

北九州市難病対策地域協議会の開催

　難病患者やその家族をはじめ、医療・福祉・就労等の関係機関、関係団体によって構成する「北九州市難病対
策地域協議会」を開催し、地域における難病患者支援の課題を共有し、支援体制について協議を行います。

高次脳機能障害のある人や若年性認知症の人に対する相談体制の充実

　高次脳機能障害のある人や若年性認知症の人に対し、各種障害福祉サービスや相談窓口等についての情報
を提供するとともに、家族に対する相談支援体制の充実を図ります。
　また、高次脳機能障害や若年性認知症について、行政や民間の相談窓口従事者等を対象とした講演会や研
修を充実し、資質の向上を図ります。

平成３０年度
実施状況

平成３０年度
実施状況

　障害のある人が社会の構成員として地域で共に生活することができるよう、地域福祉のまちづくりに取り組みます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(3)-2

平成３０年度
実施状況

○精神障害のある人の地域移行を円滑に進めるため、精神科医療機関、障害福祉
サービス事業者、行政等の関係者による会議を開催し、研修を企画、実施しました。
　・北九州市地域移行連携協議会　４回／年開催

精神保健
福祉課

3-(3)-3

平成３０年度
実施状況

○出前講演やリーフレットの配布、家族会活動への後援等を通して、広く市民に精神
障害についての普及・啓発を図りました。
〇当事者やそのご家族、支援者とともに、精神障害者の地域移行の事例を学習する
など、地域移行に関する知識の普及に努めました。
　・地域移行研修会（当事者、家族も対象とした研修）
　　　　　　１回／年実施

精神保健
福祉課

3-(3)-4

平成３０年度
実施状況

○当事者・家族、保健・医療・福祉関係者、子育て支援・教育関係者等による協議会
を設置し、地域における課題を共有し、緊密な連携を図るとともに、地域の実情に応じ
た体制の整備等を行いました。

精神保健
福祉課

3-(3)-5

平成３０年度
実施状況

○行動障害のある人とその家族を、地域関係者等が見守りや交流を進めるとともに、
専門家等による家族支援の強化を図ります。また、障害福祉サービスの従事者を対
象に、研修等を行いました。
　・行動障害研修会　３回実施

精神保健
福祉課

精神障害のある人の地域生活支援

　精神科医療機関・障害福祉サービス事業者・行政・関係機関等の協議の場を設け、精神障害のある人の地域
移行に関する目標を共有し、住まい（医療を受けられる環境の整備を含む。）の確保支援、家族支援等の課題解
決について検討します。

精神障害のある人への地域住民による地域生活の支援

　精神障害のある人が地域移行した後、地域活動への参加や地域住民のネットワークによる見守り等、精神障
害のある人が地域で安心して生活を送ることができるよう、地域住民に対する啓発活動を充実します。

発達障害者支援地域協議会の開催

　発達障害のある人の支援体制に関する地域における課題について、関係者間で情報を共有し、緊密な連携を
図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うための発達障害者支援地域協議会を開催し
ます。

行動障害等のある人への支援

　行動障害等の悩みを抱えた人とその家族が地域で孤立することなく、安心して生活できるよう、地域関係者や
障害福祉関係者等による見守り、交流を進めるとともに、専門家等による家族支援の強化を図ります。
　併せて、障害福祉サービス事業所における受け入れを進めるため、サービス従事者を対象に、行動障害への
対応に係るスキルアップ研修等を行うとともに、幅広い関係者に向けて、行動障害のある当事者と家族への支
援についての啓発を行います。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

3-(4)-1

○障害児及びその家族が主体となって長期休暇中に活動している団体にボランティ
アを派遣し、障害児の家族の負担を軽減するとともに、活動プログラムを提供しまし
た。
　・活動プログラムの実施回数　８回

障害福祉
企画課

○在宅サービス利用の状況
　・短期入所　（H29）３，１５８人日 → （H30）３，０３７人日
　・日中一時支援　（H29）１３８人／月 → （H30）１４７人／月

○障害のある人が地域で安心して生活できるように、地域の関係機関によるネット
ワークの構築や地域課題の解決に向けて、行政と民間が協議や連携を進めるための
場である「北九州市自立支援協議会」の運営を行いました。
　・自立支援協議会　２３回開催

障害者
支援課

3-(4)-2

○精神障害のある当事者による当事者会、またその家族による家族会等の事業を実
施し、分かち合いの場、情報交換の場などを提供することにより、不安解消に向けた
取り組みを行いました。
　・当事者会・家族会　２１回開催

○「ひきこもり」の問題を抱えた当事者や家族を支援するための相談支援の場、居場
所作り、「ひきこもり」に関する情報発信の拠点、関係機関の連携の拠点として、ひきこ
もり地域支援センターを運営しました。

精神保健
福祉課

○うつ病、ひきこもり、依存についての正しい知識や本人への接し方を学ぶとともに、
同じ悩みを持つ家族が出会い語り合うことで、家族自身の孤立感を和らげ健康に過ご
せるように下記の家族教室を開催しました。
　・うつ病の家族教室　８回開催
　・社会的ひきこもり家族教室　８回開催
　・薬物乱用・依存問題で悩む家族のための家族教室　１２回開催
　・自死遺族のためのわかち合いの会　５回開催
○ひきこもりの問題に悩む家族や本人、関心をもつ市民が、ひきこもりへの理解を深
め、望ましい関わり方について学ぶための「ひきこもりを考える集い」を開催しました。
　・ひきこもりを考える集い（平成３０年８月４日開催）

精神保健
福祉セン

ター

3-(4)-3

（４） 障害福祉を支える人材の育成・支援

　障害のある人の地域での生活を支援するため、障害のある人を支える家族の支援の充実を図るとともに、障害のある人
やその家族による当事者活動の促進と質の向上を図ります。

障害のある人を支援する人の支援

　「支援する人を支援する」という考えのもと、障害のある人を介護する家族に対する相談や情報提供、当事者
同士の交流等の取り組みを充実します。併せて、家族介護者の一時的休息（レスパイト）の観点から、短期入所
（ショートステイ）等の利用を進めることで、障害のある子どもが安心して地域において生活できるよう、家族の支
援を行います。

平成３０年度
実施状況

精神障害のある人やその家族同士の分かち合い

　精神障害のある人やその家族が障害を受け入れていくことができるよう、精神疾患やひきこもりへの理解を深
め、同じ経験を持つ家族同士の分かち合いの場を提供するなど、情報交換し、悩みを共有しながら不安解消に
向けた取り組みを進めます。

ペアレントメンターの育成

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

平成３０年度
実施状況

○発達障害のある子どもの子育てを経験しているペアレントメンターが、子供との関
わりや家庭での過ごし方、利用できるサービス、学校等との関わり等について情報提
供を行い、親が抱える不安の軽減を行いました。また、ペアレントメンターの養成を強
化しました。
　・ペアレントメンター活動状況　１８回

精神保健
福祉課

3-(4)-3

○障害のある人に対して、障害福祉に関する啓発活動やまちのバリアフリー点検など
のボランティア活動に参加する機会を提供するための支援を行うことにより、社会参
加を促進しました。
・街のバリアフリー点検等地域環境整備活動 等
　回数５７回　障害のある人参加者延べ　１８５名

障害福祉
企画課

○障害のある人やその家族の相談に同じ障害のある人が応じ、自立した生活に必要
な情報提供や、障害受容等に向けて主に精神的なサポートを行いました。
　・ピアカウンセリング　１，４３８回

○障害のある人（障害のある子どもを含む）の相談に応じ、必要な指導、助言を行うと
ともに、地域活動の推進、関係機関への協力や「つなぎ」を行うことにより障害のある
人の福祉の増進を図りました。
　・身体・知的障害者相談員　６３人

障害者
支援課

○精神障害のある人の回復、社会復帰、社会参加のためのセルフヘルプ・グループ
の活動とその重要性について広報・啓発する「セルフヘルプフォーラム」を開催しまし
た。
　・セルフヘルプ・フォーラム２０１８in北九州（平成３０年１１月３日開催）

○「セルフヘルプフォーラム」の準備や各セルフヘルプ・グループ間の交流を目的とし
た「セルフハート会議」を開催しました。
　・セルフハート会議　１０回開催

精神保健
福祉セン

ター

　障害のある人の生活の向上や、権利擁護にとって重要なピアカウンセリングやセルフヘルプ活動を支援しま
す。
　また、障害のある人やその家族によるボランティア活動に対する支援や障害のある人を支える人材の育成が
行えるよう環境整備に努めます。

平成３０年度
実施状況

　発達障害のある子どもの家族に対する心理的ケアと家庭における子育ての支援を進めるため、家族同士が子
どもとの関わり方や悩みを気軽に情報交換できる場の充実を図るとともに、家庭における行動面の問題等に対
する専門的な支援を行います。
　また、発達障害のある子どもを育てた経験のある保護者が、同じような発達障害のある子どもを持つ保護者に
寄り添い、相談を受けるペアレントメンターの養成等を強化します。

ピアカウンセリングやセルフヘルプ活動の支援
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

4-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏まえながら、特別支援教育を
行う場の整備を行いました。
（平成３０年５月１日現在）
　・特別支援学校　８校
　・特別支援学級　３６２学級
　・通級学級　　　　　３６学級

教育委員
会特別支

援教育課、
施設課、企
画調整課、

学事課

4-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○幼稚園、小・中・特別支援学校、特別支援教育相談センター及び関係機関が、それ
ぞれの機能を活かした相談支援を行います。また、関係機関と連携した相談支援を進
めました。
　・相談支援　１，２８１件

教育委員
会特別支
援教育相
談センター

4-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○子どもの障害の状態や特性を理解し、本人や保護者の意見の聴取を行う就学先決
定の仕組みを整えました。また、就学先等の変更について本人・保護者が相談でき
る、就学相談会を実施しました。
　・就学相談　１，０８９件

教育委員
会特別支
援教育相
談センター

分野４．教育の振興（インクルーシブ教育システムの推進）

基　本　的　な　施　策

　障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが相互に人格と個性を尊重し合う共生社会の実現に向け、
障害の有無にかかわらず、可能な限り共に教育を受けることのできる仕組みを構築するとともに、障害に対する
理解を深めるための取り組みを推進します。
　また、障害のある人が社会においてその能力を発揮し、自己実現を図ることができるよう、障害のある人が学
校教育のみならず生涯にわたってその年齢、能力、障害の特性等を踏まえた教育を受けられるように取り組み
ます。

（１） インクルーシブ教育システムの推進

多様な学びの場の整備

　インクルーシブ教育の理念を踏まえ、障害の有無にかかわらず、子どもたちが同じ場でともに学べるように努
めるとともに、個別の教育的ニーズのある子どもたちに対して、自立と社会参加を見据えて、その時点において
教育的ニーズにもっとも的確に応える指導を提供できるよう、小・中学校における通常の学級、通級による指
導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある「多様な学びの場」を整備します。

　合理的配慮を含む必要な支援を受けながら、障害のある子どもと他の子どもが、交流や共同学習等を通じて、共に育ちあ
う取り組みを進めます。

医療・保健・福祉等の関係機関との連携

　「北九州市特別支援教育推進プラン」に示すとおり、一人ひとりに着目した連続性のある指導・支援の充実に
向け、医療・保健・福祉等の関係機関との連携を図ります。
　また、それぞれの「学びの場」における指導・支援のあり方について教職員や保護者に対し助言を行うことに
よって、より一層の特別支援教育の充実に努めます。

障害のある子どもの就学先の決定

　障害のある子どもの就学先は、本人・保護者に対して十分に情報を提供するとともに、子ども一人ひとりの障
害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校
や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から検討し、教育支援委員会と保護者が建設的対話による合意形成
を図ったうえで適切に決定します。
　また、障害のある子どもたちの発達の程度、適応の状況等に応じて、柔軟に「学びの場」を変更できることにつ
いて、関係者への周知を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(1)-4

平成３０年度
実施状況

○教職員や保護者に対して障害のある子どもへの合理的配慮の提供に対する助言
を行うとともに、個別の教育支援計画の作成を支援しました。
　・個別の教育支援計画　２，５９２人

教育委員
会特別支
援教育課

4-(1)-5

平成３０年度
実施状況

○幼稚園・小・中学校等は特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制
を構築し、関係機関と連携を図りながら、障害のある子どもに適切な指導や支援を行
いました。
　・特別支援教育コーディネーター　４１３人
　・学校支援講師　５５人

教育委員
会特別支
援教育課

4-(1)-6

平成３０年度
実施状況

○特別な支援が必要又は、その可能性がある幼児、その保護者、教職員に対する早
期相談や早期巡回相談を実施し、関係機関との連携を図りながら適切な指導・支援
についての助言を行いました。
　・早期相談/早期巡回相談　５２８回

教育委員
会特別支
援教育相
談センター

　早期のうちに障害に気づき、適切な支援につなげるため、心身の発達が気になる子どもに早い時期から関わ
り、早期発見の取り組みを強化するとともに、医療・保健・福祉等との連携の下、乳幼児に対する健康診査や就
学時の健康診断の結果、入学後の児童生徒の状態等を踏まえ、障害の有無に関わらず、本人や保護者に対す
る早期からの教育相談・支援体制の充実を図ります。

障害のある子どもたちに対する合理的配慮の提供

　障害のある子どもたちに対する合理的配慮の提供にあたっては、情報保障やコミュニケーションの方法につい
て配慮するとともに、一人ひとりの障害の状態や教育的ニーズ等に応じて学校と本人・保護者間で建設的な対
話による合意形成を図った上で決定し、その内容を個別の教育支援計画へ明記します。
　また、合理的配慮は、障害のある子どもたちの状況に応じて適切に提供されることが望ましいことを、個別の就
学相談等での面談や広報等によって、保護者や関係者に対して周知します。

校内支援体制の構築

　校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーター（特別支援教育を推進する教員）を中心とした校内
支援体制を構築します。
　また、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、看護師、言語聴覚士（ST）、作業療法士（OT）、理
学療法士（PT）等の外部専門家及び学校支援講師等の活用を図ることで、学校が組織として、障害のある子ど
もたちの多様なニーズに応じた支援を提供します。

心身の発達が気になる子どもへの関わり
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(1)-7

○小・中学校に対して個別の教育支援計画に基づく適切な支援が行われるよう指導・
助言を行うとともに、計画の内容が次の就学先や就労先に適切に引継がれるよう周
知を図りました。
　・個別の教育支援計画作成にかかる連絡会議　２回開催

教育委員
会特別支
援教育課

○早期相談、巡回相談、教育相談等の場を通じて、障害のある子どもに対して必要な
支援を一貫して行うための個別の教育支援計画について周知し、その作成に際して
適切な助言を行いました。
　・早期相談/早期巡回相談/教育相談／巡回訪問 ２，４２８回
　・個別教育支援計画作成助言　１０５件

○特別な支援が必要な幼児児童の情報について、小学校、特別支援学校入学時に
おける相互の連絡体制、情報共有機能を強化しました。
　・相談支援体制整備　５８校

教育委員
会特別支
援教育相
談センター

4-(1)-8

平成３０年度
実施状況

○保育所、幼稚園と小学校、特別支援学校は、必要に応じて、校内支援委員会を中
心とした子どもの支援に関する検討会議を開催し、個別の教育支援計画に基づく関係
機関との連携や支援の充実を図りました。
　・校内支援委員会開催校　１４５校

教育委員
会特別支
援教育課

個別の教育支援計画に基づく支援

　障害のある子どもに対して適切な療育や指導、必要な支援を行うため個別の教育支援計画を作成するととも
に、個別の教育支援計画等に基づく幼児期や学齢期を通じた一貫した支援を行います。
　また、教育支援計画の内容が次の就学先や就労先等に正しくかつ確実に繋がるよう、その必要性や有効性に
ついて教職員に対する研修の中で周知し、積極的な活用を図ります。

平成３０年度
実施状況

子どもたちに対する支援の検討会議の開催

　本人や保護者等から相談を受け、関係機関との連携が必要なケースについては校内支援委員会を中心とし
た、子どもたちに対する支援の検討会議を開催し、個別の教育支援計画等に基づく関係機関との連携や支援の
充実を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(2)-1

○児童生徒の障害の状況や地域的な設置状況等を踏まえながら、特別支援教育を
行う場の整備を行いました。

（平成３０年５月１日現在）
　・特別支援学校　８校
　・特別支援学級　３６２学級
　・通級学級　３６学級

教育委員
会特別支

援教育課、
施設課、企
画調整課、

学事課

○学校訪問によって本人・保護者のニーズに応じた適切な指導や支援、子どもの障
害の程度に応じた教育活動が安全に実施できるよう関係課と連携して教育環境の維
持改善を図りました。

教育委員
会特別支
援教育課

4-(2)-2

○センター的機能の拠点となる特別支援学校を中心に他の特別支援学校や関係機
関と連携して相談や研修会を実施して、地域の小・中学校における特別支援教育の
体制整備の促進を図りました。
　・特別支援教育相談　１，２８１人
　・特別支援教育センター的機能研修会　６回実施

教育委員
会特別支
援教育課

○特別支援学校の特別支援教育コーディネーターが幼稚園、保育所、小・中学校に
訪問して、障害のある子どもへの指導や支援について助言を行う訪問相談を実施しま
した。
　・特別支援教育コーディネーター　４０６人
　・訪問相談、来校相談　１，５４８回

教育委員
会特別支
援教育相
談センター

4-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○教職員の特別支援教育に関わる専門性や指導力の向上を図ります。特別な支援を
要する児童生徒に専門的な見地から適切な指導ができる教職員を育成しました。
　・特別支援教育実践研修　６回実施
　・外部専門家派遣　３３８回

教育委員会
特別支援教
育課、教育セ

ンター

　全ての教員を対象とした特別支援教育に対する理解を深める研修を充実させるとともに、特別支援教育担当
者や特別支援教育コーディネーター（特別支援教育を推進する教員）等を対象に実践的な研修を実施します。
　また、教育的ニーズに応じた特別支援教育支援員や外部人材の配置について検討を行います。さらに、必要
に応じて臨床心理士等の外部専門家を特別支援学校、特別支援学級等に派遣し、教員の専門性の向上を図り
ます。

通常学校における特別支援教育の体制整備の促進

　特別支援教育に関する教職員の専門性の確保、指導力の向上を図るため、特別支援学校の地域における特
別支援教育のセンターとしての機能の充実を図るとともに、専門機関との連携を強化し、通常の学校における特
別支援教育の体制整備の促進に努めます。

平成３０年度
実施状況

教員の専門性の向上

（２） 教育環境の整備

　障害のある子どもが安全かつ円滑な学校生活を送ることができるよう、施設や設備の整備のほか、時代の流れ等に応じ
た教育環境の整備に取り組みます。

教育環境の維持改善

　市立の学校施設については、今後も多様化する教育環境のニーズにこたえるため、校舎等の施設・設備の整
備充実に努め、バリアフリー化を推進するとともに、特別支援学校の教室不足解消に向けた取り組み等を推進
し、教育環境の維持改善を図ります。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○障害のある子どもへの適切な指導・支援の充実を図るため、特別支援教育支援員
の配置や外部人材の活用を図りました。
　・特別支援教育学習支援員　５０人
　・学校支援講師　 ５５人

教育委員
会教職員

課、特別支
援教育課

4-(2)-5

平成３０年度
実施状況

○特別な支援を必要とする子どもやその保護者、学校・園に対して、関係機関と連携
を図りながら就学相談・巡回相談・早期相談・教育相談を実施し、適切な指導や支援
について専門的な助言や支援を行いました。
　・就学相談　１，０８９人
　・巡回相談　　　１３９人
　・早期相談　　　１９４人
　・教育相談　　　６３８人

教育委員
会特別支
援教育相
談センター

4-(2)-6

平成３０年度
実施状況

○教職員が人権尊重の理念を認識し、幼児児童生徒の人権意識の高揚を図り、自他
の人権を守ろうとする態度や実践力の育成を図ることを目的とした研修を実施しまし
た。
　・「人権教育」研修　５３２人・４回実施

教育委員
会教育セ

ンター

4-(2)-7

平成３０年度
実施状況

○学校訪問や研修会を行い、障害がある子どもの教育課程の編成や適切な指導・支
援について、教職員に対して指導助言を実施しました。
　・教育課程研修　９回実施
　・学校訪問指導　４８３回

教育委員
会特別支
援教育課

　市立特別支援教育相談センターでは、併設の市立総合療育センターと連携しながら、特別な支援を必要とする
子どもたちやその保護者、学校等へ専門的な支援を行います。
　また、各学校等において教員等に指導や助言を行う巡回相談等を実施し、多様化する教育的ニーズや教育相
談に対応します。

障害のない子どもとの交流及び共同学習

　市立小学校で行われている障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同学習を継続的に行うとと
もに、教職員がさらに人権についての意識を高め、子どもたちに対して適切な指導ができるよう研修会等を実施
し、人権教育の充実を図ります。

指導方法に関する調査・研究の推進

　障害のある子どもに対する指導方法等に関する小・中・特別支援学校等の研究の推進を図るための指導・助
言に努めるとともに、研究成果の普及を図ります。

講師の配置による指導・支援の充実

　在籍児童数の多い市立小・中学校の自閉症・情緒障害の特別支援学級に学校支援講師を配置し、教育的
ニーズに応じた指導・支援の充実を図るとともに、特別支援学級担任が特別支援教育コーディネーターとしての
役割を発揮できるような環境を整えます。

市立特別支援教育相談センターの専門的な支援
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(2)-8

平成３０年度
実施状況

○ＩＣＴ機器の活用による効果的な授業について研究を行い、その成果を研修会等を
通じて教職員に周知しました。
　・ＩＣＴ教育研究　３人
　・ＩＣＴ教育研修会　２回開催
　　　（魔法のプロジェクト、音声教材）

教育委員
会学事課、
指導第一
課、特別支
援教育課

4-(2)-9

平成３０年度
実施状況

○子どもの実態や教育課程に応じた教科用図書が適切に採択され、効果的な活用が
図られるよう、研修会を通じて周知を図ります。また、音声教材等の情報提供を行い
ました。
　・教科用図書研修会　３回実施
　・音声教材等の情報提供
　　　　　　　　　研修会　１回実施
　　　　　　　　　音声教材の教育センターでの常時視聴実施

教育委員
会特別支
援教育課

4-(2)-10

平成３０年度
実施状況

○中学校に対して個別の教育支援計画に基づく適切な支援が行われるよう指導・助
言を行うとともに、計画の内容が次の就学先に適切に引継がれるよう周知を図りまし
た。

教育委員
会特別支
援教育課

4-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○スロープの改修を行うなど、身体障害のある人の移動に支障が無いように配慮して
います。また、身体障害のある人に、自動車通学のために専用の駐車場を確保して
通学を支援しました。
　・身体障害のある学生用駐車場　７区画

企画調整
局企画課
（北九州市
立大学）

　障害のある生徒の高等学校への就学を促進するため、入学試験において通常の方法により受験することが困
難と認められる生徒については、個別の教育支援計画等に基づき、適切な配慮の充実を図ります。

（３） 高等教育における支援の推進

　高等教育における障害のある学生に対する支援を推進するため、市が設置する大学において適切な支援を行うことがで
きる環境の整備に努めます。

障害のある学生の修学環境の整備

　市立大学が提供する様々な機会において、障害のある学生が障害のない学生と平等に参加できるよう、授業
等における情報保障やコミュニケーション上の配慮、教科書・教材に関する配慮等を推進するとともに、施設の
バリアフリー化を推進します。

情報通信技術の活用

　障害のある児童生徒の教育機会の確保や自立と社会参加の推進に当たってのコミュニケーションの重要性に
鑑み、コミュニケーション情報通信技術（ICT）の活用も含め、障害のある児童生徒の一人ひとりの教育的ニーズ
に応じた教科書、教材、支援機器等の活用を促進します。
　また、情報通信技術（ICT）を活用した分かりやすい授業モデルや、教員が情報通信技術（ICT）を活用した教育
を行うスキルを身に付けるための研修モデルの確立を図る研究を行います。

視聴覚教材を含む電子出版の活用と普及

　教育センターや視聴覚センターと連携して、視聴覚教材を含む電子出版に関する情報を学校・園へ提供すると
ともに、その活用について周知を図ります。

高等学校への就学の促進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(3)-2

平成３０年度
実施状況

○障害のある学生から、障害に起因する修学支援等の依頼があれば、本人との面談
等を通してニーズを確認し、可能な限り合理的配慮を行いました。
　・障害学生支援（就学支援相談）　２９人

企画調整
局企画課
（北九州市
立大学）

4-(3)-3

平成３０年度
実施状況

○障害のある学生から、就職支援の依頼があれば、ハローワークや就労移行支援事
業を行う機関等と連携し、支援を行いました。
　・キャリアセンターにおける就職支援　６人

企画調整
局企画課
（北九州市
立大学）

4-(3)-4

平成３０年度
実施状況

○学生サポート委員である教員を対象に、障害のある学生の支援や障害・疾病・健康
に関する理解を深めるための研修会等の啓発活動を行いました。
　・教員への研修・啓発　1回実施

企画調整
局企画課
（北九州市
立大学）

4-(3)-5

平成３０年度
実施状況

○障害や疾病などで、受験上の配慮を希望する入学志願者に対し、事前相談や審査
の結果、必要と判断した措置を講じました。
　・入学試験における配慮　延べ５人

○修学支援を希望する障害のある学生が、定期試験等について配慮を求めた場合、
評価に関するダブルスタンダードは設けないものの、本人の態様に合わせ合理的な
配慮を可能な範囲で行いました。

企画調整
局企画課
（北九州市
立大学）

　市立大学において、障害のある学生の支援について理解促進・普及啓発を行うため、その基礎となる調査研
究や様々な機会を通じた情報提供、教職員に対する研修等の充実を図ります。

入試や単位認定等の試験における適切な配慮の推進

　障害のある学生の能力・適性、学習の成果等を適切に評価するため、市立大学の入学試験や単位認定等の
試験における適切な配慮を推進します。

障害のある学生への修学支援の整備推進

　障害のある学生一人ひとりの個別のニーズを踏まえた建設的対話に基づく支援を促進するため、市立大学に
おける相談窓口の統一や支援人材の養成・配置等の支援体制の整備を推進するとともに、障害のある学生へ
の修学支援に関する先進的な取り組みを支援し、大学間連携等の支援担当者間ネットワークの構築を推進しま
す。

学内の修学支援担当と他部署、関連機関、企業等との連携

　市立大学において、障害のある学生の就職を支援するため、学内の修学支援担当と就職支援担当、障害のあ
る学生への支援を行う部署等の連携を図り、学外における、就職・定着支援を行う機関、就職先となる企業・団
体等との連携やネットワークづくりを推進します。

教職員に対する研修等の充実
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(3)-6

平成３０年度
実施状況

○入試における受験上の配慮について公式ウェブサイトにて公開を行っています。
○また、障害のある学生に対する修学支援に関する考え方や手続等を大学ホーム
ページ上に掲載し、受験生が大学を選ぶ際の参考となるように努めています。

企画調整
局企画課
（北九州市
立大学）

4-(4)-1

平成３０年度
実施状況

○本市における障害のある人や子どもの療育及び医療の中核施設である総合療育
センターの再整備を行いました。主な内容としては、診療科の増設、病床の増床、ユ
ニットケア方式の導入を行うこととし、幼児期から成人にかけて、より一層の療育の充
実を図りました。
　・総合療育センター　平成３０年１１月１日リニューアルオープン

障害者
支援課

4-(4)-2

○小・中学校に対して個別の教育支援計画に基づく適切な支援が行われるよう指導・
助言を行うとともに、計画の内容が次の就学先や就労先に適切に引継がれるよう周
知を図りました。
　・個別の教育支援計画作成にかかる連絡会議　２回開催

教育委員
会特別支
援教育課

○保育所・幼稚園から小学校や特別支援学校に入学する際、教育支援計画等を効果
的に活用し、必要な情報が引き継がれるよう連絡体制や情報共有機能を強化しまし
た。
　・保幼小連携体制の確保　全校

子ども家
庭局保育
課、幼稚
園・こども

園課

　特別な支援を必要とする子どもが、就学前から卒業後まで切れ目ない指導・支援を受けられるよう、保護者の
参画のもと個別の教育支援計画を作成し、保護者の同意を得て必要に応じて関係機関間でその情報を共有・活
用します。
　また、個別の教育支援計画の効果的な活用のための体制整備と周知に努めます。

平成３０年度
実施状況

（４） 就学前から学齢期・卒業後までの切れ目のない支援

　個別の教育的ニーズ等に応じて、自立と社会参加を見据えて、連続性のある多様な学習活動の充実を図ります。

幼児期や学齢期等を通じた一貫した支援体制の構築

　障害のある子どもに対して適切な療育や指導を実施するため、幼児期や学齢期等を通じた一貫した支援体制
の構築に努めるとともに、医療・保健・福祉・雇用等との連携の下、相互の連絡体制の確保や情報共有機能の
強化を図ります。

関係機関間での情報の共有と活用

障害のある学生の受入れ実績等に関する情報公開の推進

　市立大学の入試における配慮の内容、施設のバリアフリー化の状況、学生に対する支援内容・支援体制、障
害のある学生の受入れ実績等に関する情報公開を推進します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

4-(4)-3

○小児等在宅医療推進組織を設立し、医療的ケア児への対応についての技術や知
識の共有等を通じて、保健・医療・福祉・保育・教育など、関係者の連携体制の構築や
情報の共有に努めました。
　・小児在宅医療推進部会（医師会）　平成３０年４月設置

障害者
支援課

○発達障害のある子どものプロフィールや支援内容等を保護者が書き綴り、提示でき
るサポートファイルを、関係機関との連携や移行をスムーズに行うためのツールとして
活用しました。
　・サポートファイル配布　１６４冊

精神保健
福祉課

4-(4)-4

平成３０年度
実施状況

○教職員全てを対象とした全市全員研修会を実施し、公開授業や実践発表を通して
障害のある子どもの指導や支援に関する先進的な取組の周知を図りました。
　・全員研修会　１回実施
　・実践発表　５件

教育委員
会特別支
援教育課

4-(4)-5

平成３０年度
実施状況

○現在、市内２ヶ所にある発達障害者支援センター「つばさ」のアウトリーチ機能の強
化を図りました。
　・訪問支援（アウトリーチ）　５３９回

○発達障害のある人に対する専門的な助言や関係機関への繋ぎを通じて、当事者及
び家族が抱える負担の軽減を図りました。
　・専門的助言延べ件数　３，８７３回

精神保健
福祉課

先進的な事例の収集と情報提供

　障害のある子どもへの支援に関する先進的な事例の収集を行うとともに、関係者に対して情報提供を行いま
す。

発達障害のある人やその家族に対する支援の推進

　市内に2箇所ある発達障害者支援センター「つばさ」の訪問支援（アウトリーチ）機能の強化を図るなど、発達障
害のある人やその家族に対する支援を推進します。
　また、発達障害のある人に対する専門的な助言等を通じて、学校卒業後の就労場所や居場所の拡大等を進
め、本人の生きづらさや家族が抱える負担の軽減を図ります。

ステージ移行時の情報の共有化

　障害のある子どもや医療的ケアの必要な子どもが、あるステージから次のステージへ移行する際、受け入れる
機関が必要とする情報を円滑に得られるシステムを構築するため、個人情報の保護に十分に配慮しながら、情
報の共有化を目的とした様式の統一化や、サポートファイルの活用等を推進します。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

5-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○障害者就労支援事業
　北九州障害者しごとサポートセンターを中心に、就職を希望する障害のある人や障
害のある人を雇用する企業に対し、就職から職場定着に至るまでの各段階で、障害
特性に応じた支援を実施しました。
　・北九州市障害者しごとサポートセンターにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談・支援　 ８，７０３ 件
　・北九州市障害者しごとサポートセンターにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職場定着の支援　１，０４３件

障害者就
労支援室

5-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○障害者就労支援事業
　北九州障害者しごとサポート内に障害者就労プロモーターを配置し、職業能力開発
の入口としての教育、福祉から就労への流れを形成するとともに、障害のある人の一
人一人の態様に応じた就労支援を実施しました。
　・職業能力開発説明会　４回実施（延べ５７名参加）
　・職業能力開発セミナー　１回実施（３０名参加）
　・企業見学会　３回実施（延べ１４７名参加）
　・就業体験会　２回実施（延べ１０名参加）

○障害者雇用促進事業
　障害のある人の就労支援や企業による障害のある人の雇用を促進するため、障害
者雇用促進面談会及び雇用促進セミナーの開催や啓発冊子の配布などにより、障害
のある人の雇用に対する理解促進に取り組みました。
　・障害者雇用促進面談会及び雇用促進セミナー　各１回実施
　・啓発冊子「障害者就労支援ガイド」の配布　随時

障害者就
労支援室

分野５．就労の支援、雇用の促進及び経済的支援の推進

　障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労が重要であるとの考え方の下、働く意欲の
ある障害のある人がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、多様な就業の機会を確保する
とともに、就労支援の担い手の育成などを図ります。また、一般就労が困難な人に対しては福祉的就労の底上
げにより工賃の水準の向上を図るなど、総合的な支援を推進します。
　さらに、雇用・就業の促進に関する施策と福祉施策との適切な組み合わせの下、年金や諸手当の支給、経済
的負担の軽減等により障害のある人に対する経済的支援を推進します。

（１） 総合的な就労支援

　就労を希望する障害のある人一人ひとりの状況に応じたきめ細かな就労支援を行うために、関係機関との連携体制の充
実を推進します。

関連機関の連携による就労の推進

基　本　的　な　施　策

　北九州障害者しごとサポートセンターを中心に、ハローワークや福岡障害者職業センター等、国が設置する機
関、障害福祉サービス事業所及び特別支援学校等の教育機関が緊密に連携しながら、障害のある人それぞれ
の適性や職業能力に応じた就労支援に取り組みます。
　また、福祉・教育等から雇用への移行を一層推進するとともに、就職を目指す障害のある人及び雇用する企業
の双方が、安心して就職・雇用できる環境を整えます。

職業訓練の推進と事業主や市民への啓発

　地域における雇用、福祉、教育等の関係機関が連携の強化を図りながら、障害のある人向けの職業訓練を推
進するとともに、障害のある人の職業能力の開発・向上の重要性に対する企業や市民の理解を高めるための啓
発に努めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(1)-3

○障害のある生徒の就労や卒業後の自立に向け、基本的生活習慣を十分に身に付
けることができるよう、関係機関と連携して指導・支援の充実を図りました。

教育委員
会特別支
援教育課

○職場体験学習の受け入れ
　平成３０年度は、中央高等学園の生徒を受入れはありませんでしたが、聴覚障害の
ある人の職場体験や就労支援等の研修を３件受け入れています。

産業経済
局総合農
事センター

5-(2)-1

○就労移行サービス利用の状況
　・就労移行支援
   　（H29）　６，６２５時間（３７０人）
　　　 　→ （H30）　５，９８７時間（３４６人）

障害者
支援課

○北九州障害者しごとサポート内に障害者就労プロモーターを配置し、特別支援学校
生徒やその保護者並びに就労移行支援事業所等利用者などを対象に企業見学会や
就業体験会を実施することで、職業訓練や就労に対する理解を深めました。
　・企業見学会　３回実施（延べ１４７名参加）
　・就業体験会　２回実施（延べ１０名参加）

障害者就
労支援室

　一般就労を希望する障害のある人が一人でも多く就労できるよう、企業の障害者雇用に対する理解を一層深めていく取り
組みを進めます。

一般企業への就労の促進

　一般就労を希望する障害のある人に対し、企業等での就労に繋ぐ就労移行支援事業所等において、障害のあ
る人の態様に応じた多様な職業訓練を実施するとともに、企業での実習や求職活動の支援等の推進を図り、一
般企業への就労を促進します。
　また、好事例等を収集し周知することで支援ノウハウの共有を図り、就労の質を向上させます。

平成３０年度
実施状況

特別支援学校における就労支援

　障害のある生徒が学校卒業後、障害の特性に応じた地域生活や就労等、自立した生活へ円滑に移行できる
よう、特別支援学校中学部・高等部の生徒一人ひとりが得意なことを生かせる職場実習先や就労先の開拓に努
めます。
　また、就労までの間に基本的生活習慣を十分に身に付けられるよう、一人ひとりの教育的ニーズに応じた指
導・支援の充実を図るとともに、進路の決定過程の早い段階において、福祉・就労等の関係機関が連携し協力
できる体制を構築します。

平成３０年度
実施状況

（２） 障害者雇用の促進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(2)-2

平成３０年度
実施状況

○北九州障害者しごとサポート内に障害者就労プロモーターを配置し、特別支援学校
生徒やその保護者並びに就労移行支援事業所等利用者などを対象に企業見学会や
就業体験会を実施することで、職業訓練や就労に対する理解を深めました。
　・企業見学会　３回実施（延べ１４７名参加）
　・就業体験会　２回実施（延べ１０名参加）

障害者就
労支援室

5-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○障害のある人の就労支援や企業による障害のある人の雇用を促進するため、障害
者雇用促進面談会及び雇用促進セミナーの開催や啓発冊子の配布などにより、障害
のある人の雇用に対する理解促進に取り組みました。
　・障害者雇用促進面談会及び雇用促進セミナー　各１回実施
　・啓発冊子「障害者就労支援ガイド」の配布　随時

障害者就
労支援室

5-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○障害のある人の就労支援や企業による障害のある人の雇用を促進するため、障害
者雇用促進面談会及び雇用促進セミナーの開催や啓発冊子の配布などにより、障害
のある人の雇用に対する理解促進に取り組みました。
　・障害者雇用促進面談会及び雇用促進セミナー　各１回実施
　・啓発冊子「障害者種労支援ガイド」の配布　随時

障害者就
労支援室

5-(2)-5

平成３０年度
実施状況

○特例子会社制度の周知を図り、重度障害のある人の雇用を促進しました。
障害者就
労支援室

特例子会社制度の周知

　重度障害のある人の雇用を促進するため、特例子会社制度の周知等に努め、職域拡大及び職場環境の整備
を進めます。

　企業による障害のある人の雇用を促進するため、障害者雇用促進面談会及び雇用促進セミナーの開催や啓
発冊子の配布等により、法定雇用率を達成していない民間企業はもちろんのこと、広く障害のある人の雇用に
対する理解促進に取り組みます。

障害のある人を雇用する企業の開拓と雇用の拡大

　障害のある人を雇用する企業の先進的な取り組み等の情報を収集するとともに、障害のある人の雇用に関す
るノウハウの提供等に努めます。
また、新たに障害のある人を雇用する企業を開拓するなど、障害のある人の雇用の更なる拡大に取り組みま
す。

障害のある人もない人もともに働く職場環境の実現

　国の各種助成金制度の活用等を周知するとともに、雇用分野における障害を理由とする差別の禁止及び障害
のある人が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）について企業に対す
る啓発を行い、障害のある人もない人もともに働く職場環境の実現を目指します。

障害のある人の雇用に対する理解促進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(2)-6

○身体障害のある人を対象とする北九州市職員採用選考試験を実施しました。
　・上記選考の合格者　  １２名

行政委員
会事務局
任用課

○市役所内に設置している障害者ワークステーション北九州において、嘱託員として
雇用した知的障害や精神障害のある人が専任指導員のもと、個々人の能力や障害
特性に応じて、市役所各局から集約したデータ入力やラベル貼りなどの軽易な業務に
従事し、その経験を踏まえ、企業への就職へつなげる取り組みを行いました。
　・障害者ワークステーション北九州嘱託員　６人
　・受託業務件数　１９０件

障害者就
労支援室

5-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○北九州市障害者しごとサポートセンターを拠点として、一般就労を希望する障害の
ある人に対し、その人の能力や適性など障害特性に応じた就労支援を行うとともに、
就職後の職場定着支援や職場開拓などを行い、支援の充実・強化を図りました。
　・北九州市障害者しごとサポートセンターにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談・支援　８，７０３件
　・北九州市障害者しごとサポートセンターにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　職場定着の支援　１，０４３件

障害者就
労支援室

市の職場での就業機会の創出

　北九州障害者しごとサポートセンターと連携しながら、精神障害、発達障害等の特性に応じた多様な働き方を
選択できる支援の充実・強化を図ります。
　また、採用後に障害を有することとなった人についても、円滑な職場復帰や雇用の安定のための策を講じま
す。

　市の職場での就業機会を創出し、障害のある人を雇用することにより、障害のある人の就労及び職業的自立
を促進するとともに、障害のある人の就労に関して、市民への啓発及び理解の促進を図ります。

平成３０年度
実施状況

（３） 障害特性に応じた就労支援

　精神障害のある人や発達障害のある人等、多様な障害を抱えた就労希望者が増加する状況に対応した支援体制を促進
します。

障害の特性に応じた就労支援の充実
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(3)-2

○就労に結びつかない発達障害のある人たちに対し、社会的常識や人との係わり方
などを学ばせるため、少人数のグループ活動によるソーシャルスキルトレーニングを
定期的に実施し、就労に対する能力開発を支援しました。
　・ソーシャルワーククラブ　９回実施　毎回４～５名の参加

○就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、一定期間、事業所・家族との連絡調整
等の支援を行いました。
　・就労定着支援　７６人

精神保健
福祉課
障害者
支援課

○北九州市障害者しごとサポートセンターを拠点として、一般就労を希望する障害の
ある人に対し、その人の能力や適性など障害特性に応じた就労支援を行うとともに、
就職後の職場定着支援や職場開拓などを行い、支援の充実・強化を図りました。
　・北九州市障害者しごとサポートセンターにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相談・支援　８，７０３件
　・北九州市障害者しごとサポートセンターにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　職場定着の支援　１，０４３件

障害者就
労支援室

〇就労支援の今日的な課題を把握するため、地域の事業所及び支援者等から聞き
取りを行い、就労支援の現状について考察を行いました。

精神保健
福祉セン

ター

○難病相談支援センターを拠点として、難病患者の療養や就労等の相談対応をはじ
め、難病患者や医療福祉関係者への情報提供、患者同士の交流の場の提供を行い
ました。
　・相談対応　２，１８０人
　・就労ハンドブックの作成　１，５００冊

難病相談
支援セン

ター

5-(4)-1

平成３０年度
実施状況

○一般企業等での就労が困難な障害のある人に、働く場を提供するとともに、知識及
び能力の向上のために必要な訓練を行いました。
　・就労継続支援（Ａ型） （H29）９７６人 → （H30）９６５人
　・就労継続支援（Ｂ型） （H29）２，２３５人 → （H30）２，３７４人

○障害のある人が、社会との交流促進等を行うために利用する地域活動支援セン
ターの運営事業者に経費の助成を行いました。
　・地域活動支援センターの運営（市内８箇所）

障害者
支援課

（４） 福祉的就労の底上げ

就労支援の充実と就労後の定着支援

　障害のある人、特に精神障害・発達障害のある人や難病患者が、一般就労に伴う生活面の様々な課題に対応
できるよう、就労支援機関が医療機関と連携を図りつつ、就業面及び生活面からの一体的な相談支援を実施し
ます。
　また、事業所や家族との連絡調整等を進め、就労支援の充実と就労後の定着支援等により雇用拡大と就労定
着を促進します。

平成３０年度
実施状況

　障害者就労施設等で提供する製品やサービスの販路開拓や販売促進等により、障害のある人の収入向上に努めます。

福祉的就労の場の確保

　一般企業への就労が困難な障害のある人を雇用し、生活指導、健康管理等に配慮した環境の下で、社会的自
立を促進することを目的とする就労継続支援A型事業所の適正な運営の支援や設置を促進するとともに、就労
継続支援B型事業所等の福祉的就労の場の確保に努めます。
　また、企業に対して、障害のある人の就労に関する理解を広め、就労継続支援事業所等の利用を促進しま
す。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(4)-2

平成３０年度
実施状況

○既存の作業所に対して、引き続き運営費の補助を行うとともに、新設する作業所へ
の補助を廃止し、既存の作業所においては障害福祉サービス事業所等への移行を促
進しました。
　・小規模共同作業所　 （H29）１９箇所 → （H30）１８箇所

障害者就
労支援室

5-(4)-3

平成３０年度
実施状況

○北九州共同受注センターが主体となり、施設製品等の販路拡大や効果的なＰＲ、売
上の増加などに取り組み、障害のある人の工賃アップや社会参加の促進を図りまし
た。
　・共同受注センター紹介実績
　　　　　　　　１２０事業所　１０，３２０，９６２円

障害者就
労支援室

5-(4)-4

平成３０年度
実施状況

○障害者就労施設等からの物品購入や役務の提供について、本市における発注を
促進することにより、施設における業務の確保や施設を利用する障害のある人の工
賃アップ等を図ります。
　・市役所における障害者就労施設などからの購入等
　　　　　　　　　　６４１件　２６１，２８２，８７５円

障害者就
労支援室

5-(4)-5

平成３０年度
実施状況

○障害者就労施設等の製品等を専門に販売する自立支援ショップの安定した経営を
支援するため、運営に対する助成等を行いました。
　・障害者の自立支援ショップ運営補助　９，６００，０００円

障害者就
労支援室

小規模共同作業所については、障害者総合支援法における事業（障害福祉サービス事業等）への移行を促進します。

　障害者就労施設等の経営力強化に向けた支援や共同受注化の推進等、施設を利用する障害のある人の工
賃アップに向け、市役所内に設置する北九州共同受注センターを拠点として、官民一体となった取り組みを推進
するなど福祉的就労の底上げを図ります。

障害者優先調達推進法に基づく北九州市の物品等調達方針に基づき、障害者就労施設等の物品・サービスの
情報提供の充実や購入しやすい仕組みづくり等、市役所全体で調達の推進に取り組みます。

小規模共同作業所の事業移行の促進

工賃アップの取り組み

市役所における障害者優先調達の推進

障害者自立支援ショップ等の支援

　一般企業への就労が困難な障害のある人が働く障害者就労施設で製作された商品の販売を促進するととも
に、障害者就労施設等で製作された商品の販売を通して、障害のある人の工賃アップや社会参加の促進等に
取り組む障害者自立支援ショップを支援します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(5)-1

○日常生活において、常時特別な介護を要する２０歳未満の在宅の重度障害のある
子どもに対し、その障害によって生ずる特別な負担の軽減を図るため手当を支給しま
した。
　・障害児福祉手当　７８２人　１３０，０８９，６２０円

○障害のある人を扶養している保護者が、自らの生存中に毎月一定の掛金を納める
ことにより、保護者が死亡又は重度障害となった時に、障害のある人に対して毎月２
万円（２口加入者は４万円）の年金を給付しました。
　・心身障害者扶養共済制度加入者　３６５人
　・年金受給者　５０７人

○市内に３ヶ月以上住所を有する重度障害のある人を常時介護している同居人、もし
くは常時介護をする人がいない障害のある本人に対し、介護見舞金を支給しました。
　・重度心身障害者介護見舞金　４７人　５，９７１，３００円

○特別障害者手当及び障害基礎年金が創設された際に、従来の福祉手当を受給し
ていた２０歳以上の重度障害のある人で、特別障害者手当及び障害基礎年金を受給
できなかった人に対し、経過措置として手当を支給しました。
　・経過的福祉手当　４９人　９，１６３，２００円

○日常生活において、常時特別な介護を要する２０歳以上の在宅の重度障害のある
人に対し、その障害によって生ずる特別な負担の軽減を図るため手当を支給しまし
た。
　・特別障害者手当　１，１４９人　３５４，６４２，２３０円

○国民年金法の改正により、国籍要件が撤廃された後も、制度的に障害基礎年金や
老齢基礎年金が支給されない外国人の重度障害のある人や高齢者に対し、国の公
的年金制度において解決が図られるまでの間の特別措置として、給付金を支給しまし
た。
　・外国人重度障害者等給付金　１１人　５，５２３，１００円

○「国民年金通信」を区役所国保年金課窓口で配布し、国民年金制度全般について
周知を図りました。

保険
年金課

年金や諸手当の適切な支給

（５） 経済的支援の推進

　障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むことができるよう、雇用・就業（自営業を含む。）の促進に
関する施策と福祉施策との適切な組み合わせの下、年金や諸手当を適切に支給します。
　また、年金や諸手当の受給資格を有する障害のある人が、制度への理解が十分でないことにより、障害年金
を受け取ることができないことのないよう、制度の周知に取り組みます。

　障害のある人に関する各種手当制度のほか、各種割引・減免等の制度の周知及び利用促進に努めます。

平成３０年度
実施状況

障害福祉
企画課
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

5-(5)-2

○身体障害者手帳（１～４級）、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、戦傷病者手帳
のいずれかを持つ北九州市民に対して、北九州市営バスの運賃が無料となる福祉優
待乗車証を発行しました。
　・福祉優待乗車証発行数　５，４８６枚

交通局総
務経営課

○公の施設の使用料について、「受益者負担の原則」の例外的な運用として、障害者
手帳の提示による減免について、従前どおりの取扱いを継続しました。

各施設等
管理者

5-(5)-3

平成３０年度
実施状況

○精神障害のある人に対する公共交通機関の運賃割引が、他の障害種別と同様に
実施されるよう、国及び交通事業者等へ要望等の働きかけを行いました。
　・航空運賃の障害者割引拡大（平成３０年１０月～）

精神保健
福祉課

平成３０年度
実施状況

　障害のある人が、市等が運営している施設や公共交通機関を利用する際に、その必要性や利用実態を踏まえ
ながら、利用料や運賃等に対する割引・減免等の措置を講じます。

　精神障害のある人への公共交通機関運賃割引の実現に向けて、引き続き国や交通事業者等への働きかけを
続けます。

利用料や運賃等に対する割引・減免等

精神障害のある人への公共交通機関運賃割引の働きかけ
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

6-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○障害のある人の芸術・文化活動を推進するため、障害者福祉会館等における芸
術・文化に関する講座の開催や、共催・後援を行う芸術・文化活動に関する情報提供
などの支援を行いました。

○障害のある人の芸術作品を随時展示する場所の確保に努めました。
　・市役所かがきアートギャラリー作品展示
　　　通年（月ごとにテーマを変えて、作品入れ替え）

障害福祉
企画課

6-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○障害のある人の芸術・文化活動の普及を図るため、活動の成果を発表する機会で
ある「北九州市障害者芸術祭」を継続して開催しました。
　・北九州市障害者芸術祭
       平成３０年１１月２５日（ステージイベント）
       平成３０年１１月２７日～１２月２日（作品展）

障害福祉
企画課

6-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○在宅の障害のある人の自立の援助や生きがいを高めることを目的として、東部及
び西部障害者福祉会館において、料理教室や文化活動、創作活動、及び社会適応訓
練などの講習会を行いました。
　・障害者学習活動支援
会館講座開催数
・東部会館　３９回実施　延べ３４７人
・西部会館　５１回実施　延べ７４７人

障害福祉
企画課

6-(1)-4

基　本　的　な　施　策

分野６．文化芸術活動・スポーツ等の振興

　全ての障害のある人の芸術及び文化活動への参加を通じて、障害のある人の生活を豊かにするとともに、市
民の障害への理解と認識を深め、障害のある人の自立と社会参加の促進に寄与します。
　また、レクリエーション活動等を通じて、障害のある人等の体力の増強や交流、余暇の充実等を図るとともに、
障害者スポーツの一層の普及に努めます。

（１） 芸術文化活動、余暇・レクリエーション活動の充実に向けた社会環境の整備

芸術文化活動を行う環境づくり

　障害のある人が地域社会へ一歩踏み出し、社会の一員として自立するために、文化活動、レクリエーションをさらに振興で
きる環境の整備を進めます。

　障害のある人が、芸術文化活動に親しむことができる環境整備を進めるとともに、障害のある人のニーズに応
じた芸術文化活動に関する人材の養成、相談体制の整備、関係者のネットワークづくり等の取り組みを行い、障
害の有無にかかわらず、芸術文化活動を行うことのできる環境づくりに取り組みます。
　特に、障害のある人の芸術文化活動に対する支援や、障害のある人の優れた芸術作品の展示等の推進を図
ります。

北九州市障害者芸術祭の開催

　全ての障害のある人の芸術及び文化活動への参加を通じて障害のある人の生活を豊かにするとともに、市民
の障害への理解と認識を深め、障害のある人の自立と社会参加の促進に寄与するため、北九州市障害者芸術
祭を開催し、障害のある人の芸術文化活動の普及を図ります。

芸術文化活動等に関する取り組みの支援

　障害者福祉会館等で開催している各種講座の充実を図るとともに、関係団体等と連携しながら、芸術文化活
動の場や成果発表の機会の確保に努めます。
　また、民間団体等が行う芸術文化活動等に関する取り組みを支援します。

障害のある子どもが芸術文化に触れ親しむ取り組み
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

○市内の特別支援学校等で出張コンサートを開催し、障害児等を対象に、生の音楽
を鑑賞し、音楽と触れ合う機会を提供しました。
　・ふれあいコンサート　８箇所（回）

市民文化
スポーツ
局文化企

画課

○伝統文化や異年齢・地域交流など豊かな体験を通して、児童生徒が自己の生き方
についての考えを深める道徳教育を教育活動全般を通じて推進しました。
　・全小・中・特別支援学校及び幼稚園

教育委員
会指導第

一課、特別
支援教育

課

6-(1)-5

平成３０年度
実施状況

○身体障害のある人がお互いの連携を深めるため、自立意欲の増進を図る団体等
の活動に対して、北九州市身体障害者福祉協会を通じて助成を行いました。

障害福祉
企画課

6-(2)-1

平成３０年度
実施状況

○スポーツを通じて障害のある人の体力の維持・向上や、機能回復等を図るととも
に、社会参加を促進しました。

障害福祉
企画課

社会参加活動を行うための環境の整備

　レクリエーション活動等を通じて、障害のある人等の体力増強、交流、余暇等に資するため、各種レクリエー
ション教室や大会・運動会等を開催し、障害のある人等が地域社会における様々な活動に参加するための環境
の整備や必要な支援を行います。

（２） スポーツに親しめる社会環境の整備

障害者スポーツへの様々なニーズに対応できる取り組み

　障害者スポーツは、リハビリテーションの手段としてはもとより、健康を増進し、社会参加意欲を高め、ひいて
は、障害や障害のある人に対する市民の理解を深めるものであり、今後も障害者スポーツへの様々なニーズに
対応できるよう取り組みを推進します。

　障害のある人の健康を増進し、体力の向上と社会参加意欲を高めるために、スポーツに親しめる社会環境の整備を推進
します。

　障害のある子どもに、広く芸術文化に触れ親しむことができるよう、一流の芸術文化活動団体等による実演芸
術の鑑賞・体験等の機会を提供することで、障害のある子どもの生きがいや生活の質の向上を図ります。
　また、このような取り組みに対する教職員や保護者の理解を一層推進するために、学校や家庭等への情報発
信の充実に努めます。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

6-(2)-2

○障害のある人の健康を増進し、体力の向上、社会参加意欲を高める障害者スポー
ツの拠点として様々なニーズに対応した取り組みを進めます。
　・北九州市障害者スポーツセンターの運営
　　　平成３０年度利用者　１９９，７９８人

障害福祉
企画課

○子どもから高齢者まで、障害のある人もない人も、あらゆる世代の誰もが気軽に、
安全・安心にスポーツ施設を利用できるよう、ユニバーサルデザイン化を進めました。

市民文化
スポーツ
局スポー
ツ振興課

6-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○北九州市障害者スポーツ大会の開催、全国障害者スポーツ大会への北九州市選
手団の派遣、各種スポーツ大会の開催や選手派遣への補助、巡回スポーツ・水泳教
室などを行いました。
　・北九州市障害者スポーツ大会
　　　平成３０年５月１３日開催（卓球）
　　　平成３０年５月２７日開催（陸上）
　　　参加者数　５３６人
　・全国障害者スポーツ大会への北九州市選手団の派遣
　　　平成３０年１０月１３日～１５日（福井県）
　・巡回スポーツ教室の開催箇所数　２３箇所

障害福祉
企画課

6-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○未来の社会を担う子どもたちが障害に対する理解を深め、支え合いの精神を養うこ
とを目的として、市内の小学生で構成されたチームによる「小学生ふうせんバレー
ボール大会」を開催しました。
　・小学生ふうせんバレーボール大会
　　平成３１年１月２０日開催
　　参加チーム　３４チーム
　　参加者　７３９名（選手・観客）

障害福祉
企画課

障害者スポーツ大会等の開催

スポーツに親しめる環境づくり

　障害のある人のスポーツの拠点である北九州市障害者スポーツセンター・アレアスの適切な運営を図るととも
に、障害のある人が地域においてスポーツに親しむことができる環境整備を進めます。
　また、障害のある人のニーズに応じたスポーツに関する人材の養成及び活用の推進等の取り組みを行い、障
害の有無にかかわらず、スポーツを楽しめる環境づくりに取り組みます。

平成３０年度
実施状況

　障害の有無や程度、年齢、性別にかかわらず、誰もが一緒に競技することのできる北九州市発祥の「ふうせん
バレーボール」のさらなる普及・振興を図ります。

「ふうせんバレーボール」の普及

　障害者スポーツ大会の開催を通じて、障害者スポーツの普及を図るとともに、民間団体等が行うスポーツ等に
関する取り組みを支援します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

6-(2)-5

平成３０年度
実施状況

○海外及び日本の招待チームによる「北九州チャンピオンズカップ国際車いすバス
ケットボール大会」、国内のブロック選抜チームによる「全日本ブロック選抜車いすバ
スケットボール選手権大会」、市内の小学生による「北九州市小学生車いすバスケット
ボール大会」を同時開催しました。
　・北九州チャンピオンズカップ国際車いすバスケットボール大会
　　平成３０年１１月１６日～１８日開催
　　参加国数　４カ国　　来場者数　１１，２８２名

障害福祉
企画課

6-(2)-6

平成３０年度
実施状況

〇平成３０年９月８日～１２日
　北九州芸術劇場で「北九州2018ワールドパラパワーリフティングアジア-オセアニア
オープン選手権大会」を開催。
　２９カ国から、選手及びコーチ等の関係者約４００名が参加。５日間で約２，０００人が
観戦。
〇平成３０年１２月１日
　北九州学術研究都市運動場で「2018オリンピックデーラン北九州大会」を開催。
　会場では、車いすバスケットボールとブラインドサッカーの体験会も実施。イベント全
体の参加者は延べ３，８４９名。
〇平成３１年3月
　2020年東京パラリンピック等について、英国車いすラグビー連盟と事前キャンプの実
施に関する覚書を締結。

市民文化
スポーツ
局大規模
大会誘致
推進室

北九州チャンピオンズカップ国際車椅子バスケットボール大会の開催

　北九州チャンピオンズカップ国際車椅子バスケットボール大会を引き続き開催するとともに、障害者団体等が
行っている障害者スポーツを通じた国際協力の取り組みについて広く市民に周知し、障害の理解や国際交流を
促進します。

2020年東京パラリンピックのレガシーイベント

　2020年東京パラリンピックのキャンプ地誘致やパラリンピック関連プログラムを契機とした国際交流を推進し、
大会終了後も、レガシーとしてスポーツ・文化等の交流が継続・発展するような事業を展開します。
また、パラリンピアン等のトップアスリートの協力を得てスポーツイベントや講習会を開催し、障害のある人への
理解及び障害者スポーツの振興を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

6-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○地域全体で心のバリアをなくし、相互理解を深めていくため、障害のある子どもや大
人、国籍・言語の違う子ども等を地域に受け入れ、地域の子どもと一緒に参加できる
遊びや講座、様々な体験・交流活動等を実施しました。
　・生涯学習市民講座(地域全体で心のバリアフリーを推進)
                １講座実施

市民文化
スポーツ
局生涯学

習課

6-(3)-2

平成３０年度
実施状況

○障害のある子どもが文化・芸術・スポーツに取り組む機会を確保することにより、子
どもたちの生きがいや生活の質の向上につなげていくことができるようにしました。
　　・心のバリアフリー参加校　１４校

○取組に対する理解を一層推進するため、学校や家庭等への情報発信を充実しまし
た。

教育委員
会特別支
援教育課

6-(3)-3

平成３０年度
実施状況

○市立図書館では、バリアフリーに対応した施設整備、郵送貸出制度、大活字本の閲
覧貸出、特別支援学校での読み聞かせ等を実施するなど、障害のある人や子どもへ
の図書館サービスの向上に努めました。
　・郵送貸出制度登録者数　６７人
　・大活字本所蔵数　約４，７００冊
　・特別支援学校における読み聞かせ　４校　７回

教育委員
会中央図
書館庶務
課、奉仕

課、子ども
図書館

市立図書館における読書環境の整備

　市立図書館では、バリアフリーに対応した施設整備、郵送貸出制度、大活字本の閲覧貸出、特別支援学校で
の読み聞かせ等を実施するなど、障害のある人や子どもへの図書館サービスの向上に努めます。

　地域との繋がりづくりや社会への参加を促進するため、各ライフステージにおける学びを支援し、障害のある人の自己実
現を目指す多様な生涯学習活動の充実を図ります。

多様な学習活動を行う機会の提供と充実

　障害のある人の生きがいづくりや社会参加に向け、障害のある人が生涯にわたり教育や文化、スポーツ等の
様々な機会に親しむことができるよう、多様な学習活動を行う機会を提供・充実します。

障害のある子どもの芸術文化、スポーツに接する機会の確保

　地域と学校の連携・協働の下、地域全体で子どもたちの成長を支え、障害のある子どもたちが、芸術文化、ス
ポーツに取り組む機会を確保することにより、子どもたちの生きがいや生活の資質の向上につなげていくことが
できるようにします。
　また、それらの活動を市民に発表する機会を積極的に作り、障害のある子どもに対する理解の促進と他者との
交流の機会の確保につなげていきます。

（３） 多様な生涯学習の充実
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

7-(1)-1

○市営住宅の既存ストックの有効活用を図りながら、老朽化の著しい市営住宅の計
画的な集約建替えにより適切な供給を行いました。

建築都市
局住宅整

備課

○市営住宅の定期募集において、障害者世帯に対し一般抽選枠とは別に募集枠を確
保する優先的な取扱いを行い、障害者世帯の居住安定確保を図りました。
　・障害者世帯募集枠の実施（募集１６２戸に対し応募２０２件）

建築都市
局住宅管

理課

7-(1)-2

○賃貸契約による一般住宅の入居を希望しているが、保証人がいないなどの理由に
より入居が困難な障害のある人に対し、家探しや入居に必要な手続の支援を行うとと
もに、入居を継続するための関係機関との連絡調整などを行い、障害のある人の地
域生活を支援しました。
　・居住サポート事業　１，００５件

障害者
支援課

○市、不動産関係団体、居住支援団体が連携して設置した「北九州市居住支援協議
会」において、高齢者や障害のある人等の民間賃貸住宅への円滑な入居の支援等に
関する協議を行うとともに、「高齢者・障害者住まい探しの協力店制度」の紹介や、「住
宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅登録制度」等の情報提供を行いました。
　・北九州市居住支援協議会　２回開催

建築都市
局住宅計

画課

○高齢者、妊産婦、障害のある人、傷病者、年少者のみで構成された世帯を対象に、
収集作業員が屋内などから粗大ごみの持ち出しを行いました。
　・粗大ごみ持ち出しサービス利用者　２，４６８人

環境局
業務課

基　本　的　な　施　策

分野７．生活環境の整備（障害のある人に配慮したまちづくり）

　障害のある人がそれぞれの地域で安全に安心して暮らしていくことができる生活環境の実現を図るため、社会
的障壁の除去を通じて、障害のある人に配慮したまちづくりを総合的に推進します。

（１） 住まい・住環境の整備

　障害のある人の民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するために、賃貸人、障害のある人双方に対する情報
提供等の支援を行います。
　また、一般住宅への入居が困難な障害のある人に対して、入居支援や地域の支援体制に係る調整等を行い、
障害のある人の地域生活を支援します。

　誰もが安心して生活できるような住まい・住環境を目指して、障害のある人のニーズに対応できるよう、住宅のバリアフ
リー化を推進します。

市営住宅のバリアフリー化の推進及び優先入居

　市営住宅を新たに整備する際にはバリアフリー対応を原則とするとともに、既存の市営住宅のバリアフリー化
改修を推進します。
　また、障害のある人に対する優先入居の実施や単身入居を可能とするための取り組みを進めます。

平成３０年度
実施状況

一般住宅への入居支援

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(1)-3

○障害のある人等の自立支援や家族等介護者の負担を軽減するため、重度障害の
ある人等がいる世帯に対し、住宅を改良するための経費の一部を助成しました。
　・「すこやか住宅」の改造助成　１９件

障害者
支援課

○全ての人にとって安全で安心して快適に生活できる仕様を持つすこやか住宅の普
及を推進するため、相談体制の充実を図るとともに、市民向けセミナーの開催、情報
誌の発行などを行いました。
　・市民向けセミナーの開催　４回実施

○住宅部局と福祉部局が連携して、介護・福祉サービス等と連携したサービス付き高
齢者向け住宅の供給など、障害のある人や高齢者向けの住宅供給を促進しました。
　・サービス付き高齢者向け住宅　１２０戸

建築都市
局住宅計
画課・住宅

整備課

7-(1)-4

平成３０年度
実施状況

○日常生活を営むのに支障のある在宅の障害のある人に対し、居宅生活動作補助
用具（住宅改修費）を給付しました。
　・居宅生活動作補助用具（住宅改修費）　２３件

障害者
支援課

7-(1)-5

平成３０年度
実施状況

○グループホーム開設時における備品購入費等助成事業の継続実施等により、施設
入所者の地域生活への移行を促進しました。
　・グループホームへの助成　７件

障害者
支援課

グループホーム等の整備促進

　障害のある人の地域における居住の場の一つとして、日常生活上の介護や相談援助等を受けながら共同生
活するグループホームの整備を促進するとともに、重度障害のある人にも対応した体制の充実を図ります。

すこやか住宅等多様な住宅供給の促進

　全ての人にとって安全で安心して快適に生活できる仕様を持つすこやか住宅の普及を促進するとともに、介
護・福祉サービス等と連携したサービス付き高齢者向け住宅等、高齢者だけでなく障害のある人にも対応した多
様な住宅供給を促進します。

平成３０年度
実施状況

日常生活用具の給付等

　障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具の給付又は貸与、及び用具の設置に必要な住
宅改修に対する支援を行うとともに、重度障害のある人等がいる世帯に対し、住宅を改修するための経費の一
部を助成します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(1)-6

○集団指導や実地指導等を通じて、防火安全体制の強化に向け、建築基準法、消防
法の遵守について、事業者等を指導しました。
　・事業者指導　１５４事業所(サービス種別ごと)

障害者
支援課

○民間建築物の適切な維持管理のため、特定建築物等定期報告に関する説明会、
違反建築防止週間及び建築物防災週間による啓発活動を行いました。
　・定期報告説明会　年１回実施
　・違反建築防止週間　年１回
　・建築物防災週間　年２回

建築都市
局監察指

導課

○福祉施設等に対して消防同意や立入検査を通じ、防火安全対策を推進しました。
　・消防同意件数
　　病院、診療所等：２２件、社会福祉施設等：４１件
　・立入検査実施数
　　病院、診療所等：２０７件、社会福祉施設等：５１９件

消防局
指導課

7-(1)-7

○マンション等の加入促進に向けたマンション管理会社への働きかけを行います。ま
た、地域コミュニティの重要性や自治会の必要性について幅広く理解を求めました。
　・自治会・町内会への加入率　６６．６％

市民文化
スポーツ

局
地域振興

課

○災害から命を守りぬくために、自ら命を守る「自助」意識の醸成や地域で助け合う
「共助」の風土づくりなどによる地域防災力の向上を目指し、小学校区単位で「地区防
災計画」の策定を図るとともに、地域防災の新たな担い手の育成に取り組みました。
　・みんなde Bousaiまちづくり推進事業　９校区

○「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」に基づき、避難行動要支
援者名簿を作成し、自治会を中心とした避難支援等関係者に名簿を提供するととも
に、自助・共助による避難支援の仕組みづくりを促進しました。
　・避難行動要支援者避難支援名簿　５０９名

危機管理
室

平成３０年度
実施状況

地域ぐるみの防災ネットワークの構築

　災害時の避難等において、地域住民の協力が非常に重要であるため、障害のある人や障害福祉サービス事
業所等も含め、日頃から、住民に最も身近な組織として、生活に密着した地域活動に取り組んでいる自治会等
への加入等を促します。
また、今後、地域における避難支援の仕組みづくりを促進するため、避難行動要支援者等への情報提供や地域
住民による避難支援等について、地域ぐるみの防災ネットワークの構築に向けた助言を行うなど、地域における
取り組みを支援します。

平成３０年度
実施状況

障害福祉サービス事業所の防火安全体制の強化

　障害のある人が安心して障害福祉サービス等を利用することができるよう、障害福祉サービス事業者等に対
し、建築基準法や消防法の基準に適合させるための施設の改修等の協議や必要に応じた指導を行い、防火安
全体制の強化を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(2)-1

平成３０年度
実施状況

○駅等の旅客施設における段差解消、ホームドア等の転落防止設備の導入等につ
いて交通事業者等と協議を行うとともに、公共交通機関の旅客施設及び車両内にお
ける障害特性に配慮した案内表示や情報提供、また人的な対応の充実など、様々な
機会を通じて交通事業者等に要望しました。

建築都市
局都市交
通政策課

7-(2)-2

○障害のある人や高齢者等が路線バスを利用する際の利便性及び安全性の向上の
ため、市営バスにノンステップバスの導入を進めています。
　・市営バスにノンステップバス　１５台（１５．８％）

交通局
営業推進

課

○障害のある人や高齢者等が路線バスを利用する際の利便性、安全性の向上のた
め、路線バス事業者のノンステップバス等の導入促進を支援しました。
　・路線バス事業者のノンステップバス　１４４台（３０．１％）

○ＪＲ既存駅について、エレベーターやスロープ等を設置することにより、段差解消を
図るバリアフリー化の促進を支援しました。

建築都市
局都市交
通政策課

平成３０年度
実施状況

公共交通機関旅客施設等における配慮

　駅等の旅客施設における段差解消、ホームドア等の転落防止設備の導入等について交通事業者等と協議を
行うとともに、公共交通機関の旅客施設及び車両内における障害特性に配慮した案内表示や情報提供、人的な
対応の充実について、様々な機会を通じて交通事業者等に要望していきます。

公共交通機関のバリアフリー化の促進

　障害のある人や高齢者等が路線バスを利用する際の利便性及び安全性の向上のため、路線バスにノンステッ
プバス等の導入を進めていくとともに、他の公共交通機関についても、駅等の旅客施設における段差の解消
等、関係機関への働きかけを行い、バリアフリー化を促進します。

（２） 移動しやすい環境の整備等

　安全に安心して生活し社会参加できるよう、公共交通機関や歩行空間等のバリアフリー化を推進し、全ての人が円滑に移
動できる生活環境の整備を推進します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(2)-3

○障害のある人の活動・外出を支援し、社会参加を促進するため、概ね１０人以上の
障害のある人のグループが行う研修やレクリエーション等の活動に対し、リフトバスの
運行を行いました。
　・リフトバス利用延べ人数　４，３６８人

障害福祉
企画課

○市内に住所を有し、かつ、市民税非課税世帯で、①身体障害者手帳が1級または2
級の人(視覚障害、内部機能障害、肢体不自由の下肢・体幹・移動機能障害)、②療育
手帳がAの人、③精神障害者保健福祉手帳が1級の人(ただし、いずれも施設入所者
は除く)に対し、タクシーの初乗り運賃相当額を月4回(年間48回)まで助成しました。
　・重度障害者タクシー乗車運賃助成　４，９４３人

○重度の身体障害のある人が就労等に伴い自動車を取得する場合、その自動車の
改造に要する経費を助成しました。
　・身体障害者自動車改造費助成　１７人

○障害のある人の就労等を促進するため、障害のある人の運転免許取得に要する経
費を助成しました。
　・障害者自動車運転免許取得助成　３４人

障害者
支援課

○精神障害のある人が通所施設等へ通所する際にかかる交通機関利用時の運賃に
ついて、その実支出額（または定期券額）の半額（上限額５，０００円）を助成しました。
　・精神障害者就労支援施設等通所者交通費助成　１４４人

精神保健
福祉課

○道路運送法に基づき福祉有償運送運営協議会を設置し、非営利の送迎サービスで
ある福祉有償運送の必要性や、実施に伴う安全性の確保、旅客の利便性などを協議
する場を提供しました。
　・福祉有償運送運営協議会　３回開催

地域福祉
推進課

7-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○バリアフリー法に基づく「建築物移動等円滑化基準」への適合、審査、検査及び認
定業務を行いました。
　・民間建築物指導業務(バリアフリー対策関連）

建築都市
局建築指

導課

　すべての人の社会参加を促進するため、公共的施設等について、障害のある人や高齢者の利用に配慮したバリアフリー
化を推進します。

建築物のバリアフリー化の促進

　バリアフリー法に基づき、窓口業務を行う市の施設を始め、不特定多数の者や、主として高齢者、障害のある
人が利用する一定の建築物の新築時等における「建築物移動等円滑化基準」の適合により、バリアフリー化を
促進します。

公共交通機関以外の移動手段の確保

平成３０年度
実施状況

（３） アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進

　公共交通機関の利用が困難な障害のある人の移動手段を確保するため、タクシー乗車運賃助成やリフトバス
運行事業を引き続き行います。
　また、非営利活動法人（NPO法人）や社会福祉法人等が提供している移送サービス（福祉有償運送）の普及促
進を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(3)-2

平成３０年度
実施状況

○都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のためバリアフリー法に基づく
基準により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害のある人等が利用可能なトイ
レの設置等を進めました。

 建築都市
 局建築指

 導課
建設局み
どり・公園
整備課

7-(4)-1

○身体内部に障害のある人を表す「ハート・プラスマーク」や、聞こえが不自由な人を
表す「耳マーク」について、障害のある人の利便性向上や市民の理解促進のため、普
及啓発を図りました。
　・「ハート・プラスマーク」カード、「耳マーク」の配布

障害福祉
企画課

○バリアフリーに関する事業や「バリアフリーウィーク」などの啓発活動を通じて、誰も
がお互いを尊重し、支え合い・助け合いを大切にする「心のバリアフリー」を広めること
により、”バリアのない””バリアを感じない”「人にやさしいまちづくり」を推進しました。
　・11/11（日）～11/25（日）をバリアフリーウィーク期間とし、様々なバリアフリーに関
する啓発事業を実施し、そのＰＲを行いました。

保健福祉
局総務課

7-(4)-2

平成３０年度
実施状況

○病床数２００床を超える病院などの大規模集客施設を「誘導施設」に設定し、都心・
副都心、地域拠点などの「都市機能誘導区域」に誘導しています。
　・北九州市立地適正化計画（平成２９年４月１日公表）

建築都市
局都市計

画課

　福祉・医療施設の市街地における適正かつ計画的な立地の推進、公園等との一体的整備の促進、生活拠点
の集約化等により、バリアフリーに配慮し、障害のある人が安心・快適に暮らせるまちづくりを推進します。

都市公園のバリアフリー化

　都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のためバリアフリー法に基づく基準により、出入口や園路
の段差解消、高齢者や障害のある人等が利用可能なトイレの設置等を進めます。

　いきいきとした地域社会を築くため、福祉のまちづくりを計画的に推進し、進捗状況を把握することで、総合的にバリアフ
リー化を促進する仕組みを作ります。

バリアフリーのまちづくりの推進

　バリアフリー法及び関連施策のあり方について、高齢者、障害のある人等の社会参画の拡大の推進、バリアフ
リーのまちづくりの推進に向けた関係機関連携の強化及びハード・ソフト一体となった取り組みの促進に努めま
す。

平成３０年度
実施状況

市街地の計画的な立地、整備の推進

（４）障害のある人に配慮したまちづくりの総合的な推進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(4)-3

平成３０年度
実施状況

○誰もが安全で快適に道路を利用できるよう、道路のバリアフリー化に取り組んでい
ます。具体的には、歩道の新設や拡幅、段差の解消、視覚障害者用誘導ブロックの
設置などのバリアフリー化を行っています。

建設局
道路計画

課

7-(4)-4

平成３０年度
実施状況

○生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、区域を設定し、警察と
協力しながら、各種対策を効果的に組み合わせ、速度抑制や通過交通の抑制等を
図っています。

建設局
道路計画

課

7-(4)-5

○福祉のまちづくり条例に基づく届出の審査及び検査を行ないました。
　・民間建築物指導業務（福祉のまちづくり条例受付）　９０件

建築都市
局建築指

導課

○子どもから高齢者まで、障害のある人もない人も、あらゆる世代の誰もが気軽に、
安全・安心にスポーツ施設を利用できるよう、ユニバーサルデザイン化を進めました。

市民文化
スポーツ
局スポー
ツ振興課

7-(4)-6

平成３０年度
実施状況

○道路、公共交通機関等のバリアフリー化については、障害のある人の立場を踏まえ
相互の理解を得られるよう、必要に応じて、障害者団体が取り組む「北九州市障害福
祉団体連絡協議会福祉のまちづくりネットワークプロジェクト」等と意見交換等を行い
ながら進めました。
　・まちづくりネットワークプロジェクト意見交換

建設局道
路計画課、
建築都市
局都市交
通政策課

公共的施設のバリアフリー化の推進

　高齢者や障害のある人を始め、全ての市民が安全かつ快適に公共的施設を利用できるように、バリアフリー
法及び福岡県福祉のまちづくり条例に基づき、建築主等へ指導・助言等の必要な措置を講じます。
　また、事業者や市民に対して福岡県福祉のまちづくり条例に関する必要な情報の提供や技術的な助言を行
い、福祉のまちづくりを促進します。

平成３０年度
実施状況

道路のバリアフリー化

　障害のある人もない人も安全で快適に道路を利用できるよう、歩道の新設拡幅、段差の解消、視覚障害者用
誘導ブロックの設置を行うなど、道路のバリアフリー化に取り組みます。

生活道路における歩行者等の安全な通行の確保

　生活道路における歩行者等の安全な通行を確保するため、区域（ゾーン）を設定して、警察と協力しながら、最
高速度30km/hの区域規制、路側帯の設置・拡幅、物理的デバイス設置等の各種対策を効果的に組み合わせ、
速度抑制や通過交通の抑制等を図ります。

障害当事者との意見交換

　公共性の高い建築物や道路、公園、公共交通機関等のバリアフリー化については、障害のある人の立場を踏
まえ相互の理解を得られるよう、必要に応じて、障害者団体が取り組む「北九州市障害福祉団体連絡協議会福
祉のまちづくりネットワークプロジェクト」等と意見交換等を行いながら進めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

7-(4)-7

○福岡県のパーキング・パーミット制度である「ふくおか・まごころ駐車場」制度につい
て、福岡県と連携して、利用証の交付や制度の周知・啓発等を行いました。
　・ふくおか・まごころ駐車場利用証の新規交付　３,８９５件

障害福祉
企画課

○迷惑行為防止の周知・啓発、迷惑行為防止活動団体の支援、迷惑行為防止重点
地区における巡視活動等を行い、迷惑行為のない快適な生活環境の確保を図りまし
た。
　　・迷惑行為防止活動団体　 ９８団体（H31年3月末時点）

市民文化
スポーツ

局安全・安
心都市整

備課

ふくおか・まごころ駐車場制度等福祉のまちづくりの促進

　本市のモラル・マナーアップ条例における迷惑行為の一つである障害者等用駐車区画の不適正利用の防止を
徹底するため、ふくおか・まごころ駐車場制度（パーキングパーミット制度）の市民への着実な普及・浸透を図りま
す。

平成３０年度
実施状況

61



「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

8-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○日本工業規格である「JIS X 8341-3」の規格に準拠したホームページ作成ガイドラ
インに基づき、アクセシビリティに配慮したホームページを作成しました。
　・北九州市ホームページ作成ガイドラインの更新（平成３１年３月改定）

広報室
広報課

8-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○障害のある人の福祉に理解と熱意を有する人を対象に、パソコンやその周辺機器
等の使用に関する支援方法の講座などを開催し、障害者パソコンサポーターとして養
成しました。
　・パソコンサポーター養成講座受講者　４人

○パソコンやその周辺機器等についての支援を必要とする障害のある人に対し、そ
の求めに応じてパソコンサポーターを派遣しました。
　・パソコンサポーター派遣数　５１９回

障害福祉
企画課

8-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○様々なハンディによって、情報を得る機会が制限される障害のある人やその家族に
対し、行政や民間において発信されるイベント情報や保健福祉情報等を収集して情報
一元化を図り、ホームページ等による情報提供を行いました。
　・機関紙「ひこうせん未来」発行　年３回発行
　・いべんとアラカルト発行　毎月

障害福祉
企画課

分野８．情報アクセシビリティの向上（意思疎通支援の充実）

障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよう、情報アクセシビリティの向上を推進します。
　また、障害のある人が円滑に意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう、意思疎通支援を担う人材
の育成・確保やサービスの円滑な利用の促進、支援機器の提供等の取り組みを通じて意思疎通支援の充実を
図ります。

（１） 障害のある人に配慮した情報提供の充実等

　障害のある人の円滑な情報取得・利用、意思表示やコミュニケーションを実現するため、情報通信における情報アクセシ
ビリティの向上を図ります。
　また、すべての人が等しく情報を得ることができるよう、障害のある人に配慮した情報提供の充実を図ります。

情報通信機器等の調達に係る配慮

基　本　的　な　施　策

北九州市障害福祉情報センターの充実

　障害や障害のある人、障害福祉についての情報を収集し、障害のある人やその家族、支援者等が必要な時に
障害福祉関係の情報を容易に入手できる総合窓口として、北九州市障害福祉情報センター（ウェブサイト等）の
充実を図ります。

　市における情報通信機器等（ウェブコンテンツ（掲載情報）に関するサービスやシステムを含む。）の調達は、
情報アクセシビリティの観点に配慮し、国際規格、日本工業規格への準拠・配慮に関する関係法令に基づいて
実施します。

パソコンサポーターの活用支援

　障害のある人が障害特性に応じたパソコン操作を習得できるよう、パソコンサポーターを活用した支援を行い
ます。
　また、障害の特性に応じた支援を推進するため、パソコンサポーターの養成と資質の向上に努めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

8-(1)-4

平成３０年度
実施状況

○各種事業を通じて、視覚や聴覚に障害のある人の福祉の増進を図りました。
　・点字刊行物及び視覚障害者用録音物の貸出及び閲覧
　・点訳奉仕員・音訳奉仕員・要約筆記者・盲ろう者通訳ガイドヘルパーの養成
　・聴覚障害者用字幕入りＤＶＤの作製及び貸出
　・手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者通訳
　　ガイドヘルパーの派遣
　・情報機器の貸出
利用状況
　・点字図書館 録音図書　５２，８６７巻 点字図書　４，６７８冊
　・聴覚障害者情報センター（本）　４０２冊

障害福祉
企画課

8-(1)-5

平成３０年度
実施状況

○会議や催し物を開催する団体・グループにヒアリングループ（補聴器誘導システム）
の貸出を行いました。
　・各区保健福祉課に貸し出し用ヒアリングループを配置

○視覚・聴覚に障害のある人のコミュニケーション等を支援する奉仕員や通訳者等の
養成（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳ガイドヘルパー、奉仕員（点訳・音訳、
手話、要約筆記））及び派遣（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳ガイドヘル
パー）を行いました。
　・手話通訳者の養成及び派遣
　・要約筆記者の養成及び派遣
　・盲ろう者通訳ガイドヘルパーの養成及び派遣
　・奉仕員（点訳・音訳、手話、要約筆記）の養成
派遣状況
　・手話通訳者　２,９５８回  ・要約筆記　２４５回
　・盲ろう者通訳ガイドヘルパー　２１５回

障害福祉
企画課

聴覚障害のある人のための支援推進

　市が主催する講演会や講座において、手話通訳者や要約筆記者の派遣、補聴器の聴こえをよくするヒアリン
グループ（磁気誘導ループ）の使用を推進することにより、聴覚障害のある人や高齢のため聴こえづらくなった人
の参加を促進します。

視聴覚障害者情報提供施設の充実

　障害や障害のある人、障害福祉についての情報を収集し、障害のある人やその家族、支援者等が必要な時に
障害福祉関係の情報を容易に入手できる総合窓口として、北九州市障害福祉情報センター（ウェブサイト等）の
充実を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

8-(1)-6

○点字版・音声版・テキスト版の市政だより発行、手話解説・字幕付き市政テレビの放
映、閲覧支援ソフト（音声読み上げ・文字サイズ変更等）によるホームページ運用を行
いました。

広報室
広報課

○点字版・音声版・テキスト版の北九州市議会だよりを発行するなど、市議会の審議
内容、制度、運営事項その他市議会活動に関する情報を市民に提供しました。

市議会事
務局政策
調査課

○点字版・音声版・テキスト版のていたんプレスを発行するなど、環境施策の情報を
提供しました。

環境局環
境学習課

8-(1)-7

平成３０年度
実施状況

○聴覚障害のある傍聴者からの依頼を受け、手話通訳者等の派遣を行っている団体
を紹介するなど、傍聴しやすい環境を整えました。

市議会事
務局総務

課

8-(2)-1

平成３０年度
実施状況

○視覚・聴覚に障害のある人のコミュニケーション等を支援する奉仕員や通訳者等の
養成（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳ガイドヘルパー、奉仕員（点訳・音訳、
手話、要約筆記））及び派遣（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳ガイドヘル
パー）を行いました。
　・手話通訳者の養成及び派遣
　・要約筆記者の養成及び派遣
　・盲ろう者通訳ガイドヘルパーの養成及び派遣
　・奉仕員（点訳・音訳、手話、要約筆記）の養成
派遣状況
　・手話通訳者　２,９５８回  ・要約筆記　２４５回
　・盲ろう者通訳ガイドヘルパー　２１５回

障害福祉
企画課

　障害に応じたコミュニケーション手段の確保に向け、点訳・音訳、手話、要約筆記、盲ろう者通訳・ガイドヘル
パー等に従事できる意思疎通支援者の養成に努めるとともに、手話通訳者等の意思疎通支援者の派遣を推進
し、コミュニケーション支援を図ります。

聴覚障害のある人の市議会本会議等の傍聴等

　聴覚障害のある人が市議会本会議等を傍聴しやすい環境をさらに整え、円滑に本会議等の情報を入手するこ
とができるよう、適時、改善策について検討・実践します。

（２） 意思疎通支援の充実

　意思疎通が困難な障害のある人の特性に応じ、意思疎通支援者の養成・派遣等の人的支援体制の充実を図るなど、障
害特性の多様化に対応した意思疎通支援の充実を図ります。

意思疎通支援者の派遣・養成の推進

視覚障害のある人への情報の提供に関する対応

　「市政だより」や「北九州市議会だより」について、視覚障害のある人への対応として点字、音声、テキスト版を
発行し、希望者への配布を行うことで市の重点施策に関する情報や地域の話題等を提供します。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

8-(2)-2

平成３０年度
実施状況

○身体障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るため、身体機能を補うため
の用具（補聴器、意思伝達装置等）の購入、借受け又は修理に要する費用について
補装具費を支給しました。
　・補装費の支給　９４５件

○日常生活を営むのに支障のある在宅の障害のある人に対し、情報・意思疎通支援
用具などを給付又は貸与しました。
　・日常生活用具（情報・意思疎通支援用具）給付　３６９件

障害者
支援課

8-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○意思の疎通が困難なALS（筋萎縮性側索硬化症）等の重度の障害がある人に対し
て、家族や介護者等とのコミュニケーション手段を確保するため、リハビリテーション専
門職による相談対応や技術的支援を行いました。
　・個別訪問支援　５０件

○コミュニケーション支援に関わる医療・障害福祉関係者のスキルアップ等を図るた
めの研修会を実施しました。
　・重度障害者等コミュニケーション支援研修会
　　　　　　　１回実施　６２名

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

8-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○意思疎通を図ることが困難な重度障害のある人が医療機関に入院した場合に、コ
ミュニケーション支援員を医療機関に派遣し、重度障害のある人と医療従事者との意
思疎通を図り、円滑な医療行為を受けることができるように支援します。

障害者
支援課

重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の利用促進

　意思疎通が困難な重度の障害のある人が医療機関に入院した場合に、医療従事者との円滑な意思疎通を支
援する重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の利用促進に努めます。

情報やコミュニケーションに関する支援機器等の普及促進

　情報やコミュニケーションに関する支援機器を必要とする障害のある人に対して日常生活用具の給付又は貸
与を行うとともに、支援機器の利用促進を図ります。

意思疎通が困難な重度の障害のある人に対する支援の充実

　意思疎通が困難な重度の障害のある人に対して、家族や介護者等とのコミュニケーション手段を確保するた
め、専門職による相談支援等を行います。
　また、意思疎通が困難な重度の障害のある人についての理解促進や支援技術向上を図るため、医療・障害福
祉関係者に対する研修会等を実施します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

8-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○インターネットを通じて、市の計画や取り組み等さまざまな情報の発信を行います。
また、アクセシビリティに配慮して読み上げソフトの導入、文字拡大機能を整備してい
ます。

広報室
広報課

8-(3)-2

平成３０年度
実施状況

○災害・避難情報をテレビ・ラジオ、緊急速報メール、登録制防災メール（もらって安
心、まもるくん）、ウェブサイト、ツイッター等を活用して積極的に提供しました。

○視覚障害や聴覚障害のある人に、自宅の固定電話やファックスで避難情報を提供
しました。
　・視覚または聴覚障害者への避難情報の提供登録者数
    　　　１４９名

危機管理
室

8-(3)-3

平成３０年度
実施状況

○選挙公報の点字版及び音訳版を製作して配付するとともに、市ホームページに掲
載して、障害特性に広く対応した情報提供を図りました。

行政委員
会事務局
選挙課

8-(3)-4

平成３０年度
実施状況

○知的障害のある人等にも分かりやすい情報を提供するため、必要に応じて、資料
の簡素化、個別資料の作成などに努めました。
　・障害者支援計画（わかりやすい版）の発行

障害福祉
企画課

障害特性に応じた分かりやすい情報の提供

　障害のある人に関する施策についての情報提供及び緊急時における情報提供等を行う際には、知的障害や
精神障害のある人等にも分かりやすい情報の提供に努めるなど、多様な障害の特性に応じた配慮を行うよう努
めます。

　障害のある人を含む全ての人が必要とする行政情報を容易に取得することができるよう、文字の拡大や読み
上げ等、利用しやすさに配慮した北九州市や市議会のウェブサイトづくりに取り組みます。

障害のある人への災害・避難情報の提供推進

　災害・避難情報をテレビ・ラジオ、緊急速報メール、登録制防災メール（もらって安心・まもるくん）、ウェブサイ
ト、ツイッター等を活用し積極的に提供します。
　また、携帯電話を保有していないため、緊急速報メールや登録制防災メールにより情報を入手することができ
ない視覚障害や聴覚障害のある人に、自宅の固定電話やファックスで避難情報を提供します。

障害特性に応じた選挙等に関する情報提供

　選挙に当たっては、点字版「選挙のお知らせ」（選挙公報の点訳版）や音声版「選挙のお知らせ」（選挙公報の
音訳版）又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、情報通信技術（ICT）の進展等も踏まえながら、障害
特性に応じた選挙等に関する情報提供に努めます。

（３） 行政情報のアクセシビリティの向上

　障害のある人が必要とする行政情報を、いつでも容易に取得することができるよう、更なる行政情報のバリアフリー化を推
進します。

行政情報の提供の推進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

9-(1)-1

○津波防災地域づくりに関する法律や水防法に基づく、要配慮者利用施設での避難
確保計画の作成などについて、修正を行うなど、見直しを行いました。
　・北九州市地域防災計画の更新（平成３０年１２月修正、資料は４月修正）

○災害時に市民が命を守る適切な判断・行動がとれるよう、災害ごとにその特徴や避
難の心得等を掲載した「北九州市防災ガイドブック」を全戸に配付しています。

危機管理
室

○地域と連携・協力し、住民とともに災害に強いまちづくりを目指し、校区又は自治区
会単位で地域に密着した各種防災対策に取り組んでいます。

消防局
消防団・
市民防災

課

9-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○災害・避難情報をテレビ・ラジオ、緊急速報メール、登録制防災メール（もらって安
心、まもるくん）、ウェブサイト、ツイッター等を活用して積極的に提供しました。

○視覚障害や聴覚障害のある人に、自宅の固定電話やファックスで避難情報を提供
しました。
　・視覚または聴覚障害者への避難情報の提供登録者数
     　１４９名

危機管理
室

基　本　的　な　施　策

分野９．安全・安心の実現（防災・防犯、消費者保護）

　障害のある人が、安全に安心して生活することができるよう、災害に強い地域づくりを推進するとともに、災害
発生時における障害特性に配慮した適切な情報保障や避難支援、福祉避難所（福祉避難スペース）を含む避難
所等の確保や障害福祉・医療サービスの継続等を行うことができるよう、防災の取り組みを推進します。
　また、障害のある人を犯罪被害や消費者被害から守るため、防犯対策や消費者トラブルの防止に向けた取り
組みを推進します。

（１） 防災対策の推進

　障害のある人や高齢者等の要配慮者が安心して生活するために、防災対策を適切に講じ、地震、火災等災害情報の伝
達や災害発生時における避難誘導等が迅速かつ的確に行えるよう、要配慮者に対する細やかな支援を推進します。

北九州市地域防災計画に基づいた各種の防災対策の推進

　地震・豪雨等による災害や火災が起きた場合の救出や救護、災害発生のおそれがあるときの事前の避難等
の防災対策は、障害の有無に関わらず非常に重要です。このため、自助・共助・公助の役割の明確化のもと、北
九州市地域防災計画に基づいた各種の防災対策に取り組みます。
　また、避難場所や災害に関する情報等を掲載した防災ガイドブックの市内の各世帯への配布等により市民の
防災意識の向上に取り組みます。

平成３０年度
実施状況

障害特性に配慮した情報伝達の推進

　災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合、障害のある人に対して適切に情報を伝達できるよう、
事業者等の協力を得つつ、障害特性に配慮した情報伝達の体制の整備を推進します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

9-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○災害から命を守りぬくために、自ら命を守る「自助」意識の醸成や地域で助け合う
「共助」の風土づくりなどによる地域防災力の向上を目指し、小学校区単位で「地区防
災計画」の策定を図るとともに、地域防災の新たな担い手の育成に取り組みました。
　・みんなde Bousaiまちづくり推進事業　９校区

○「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」に基づき、避難行動要支
援者名簿を作成し、自治会を中心とした避難支援等関係者に名簿を提供するととも
に、自助・共助による避難支援の仕組みづくりを促進しました。
　・避難行動要支援者避難支援名簿　５０９名

危機管理
室

9-(1)-4

○災害時等に、障害のある人が、個々の障害特性に応じた支援を得ることが出来る
よう「災害時障害者サポートマニュアル」を活用した支援体制の推進に努めました。

障害福祉
企画課

○地域防災計画に基づき、避難所における要配慮者の有無を把握し、必要に応じた
職員の派遣や支援を行うなど、要配慮者のニーズに対応した避難所運営を行いま
す。

危機管理
室

9-(1)-5

平成３０年度
実施状況

○高齢者施設・障害者施設等を有する社会福祉法人等と協力協定を締結し、福祉避
難所の設置を進めました。
　・福祉避難所数　７０箇所

地域福祉
推進課

障害特性に応じた災害時支援の推進

　障害のある人や高齢者等の要配慮者は、その状態等によって特別な支援が必要であるため、避難所等のバリ
アフリー化を推進するとともに、「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」等を踏まえ、避難所において障害のある
人が、必要な物資を含め、障害特性に応じた支援と合理的配慮を得ることができるよう、必要な体制の整備に努
めます。
　また、障害当事者を含む地域住民と、障害関係機関・団体相互の協力体制を確立し、福祉関連物資の調達や
施設への緊急入所等の支援を行います。

平成３０年度
実施状況

福祉避難所の確保

　一般的な避難所での生活が困難な要配慮者のために、特別な配慮がなされた避難所として、「福祉避難所」の
確保に継続して取り組みます。

地域ぐるみの防災ネットワークの構築

　災害発生時に自力又は同居する家族等の支援では避難することが困難な障害のある人や高齢者等を事前に
把握し、避難行動要支援者名簿を作成するとともに、平常時からその情報を地域に提供することにより、自助・
共助による災害時の避難支援の仕組みづくりを促進します。
　また、地域住民による避難支援等の取り組みについて、地域ぐるみの防災ネットワークの構築に向けた助言を
行うなど、地域における防災の取り組みを支援します。

68



「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

9-(1)-6

○集団指導や実地指導等を通じて、業務継続計画の作成を事業者等に指導し、災害
発生時もサービスが提供できるよう促しました。

障害者
支援課

〇災害・事故時のこころのケアについての理解を広めるとともに、相談支援技能を高
めることを目的とした研修を、危機管理室と合同で開催しました（専門研修（技術取得
研修）と違い、災害・事故時に相談業務などに従事しない支援者も対象）。
　　（平成３０年８月９日開催）

○災害・事故時やその後の支援活動に必要な「こころのケア」について理解を深め、
相談支援技能を高めるため、専門研修を実施しました。
　・「被災後のこころのケア 理解と対応 -トラウマ対応と悲嘆について-」
　　（平成３０年１０月２６日開催）

精神保健
福祉セン

ター

○災害時に設置される、市医師会災害医療・作戦指令センターで収集・分析した医療
活動全体に関する情報等を活用し、投薬・透析などの医療の提供体制の整備を行う
こととしています。

地域医療
課

災害発生後の各種サービスの提供と災害時対応の推進

　災害発生後にも継続して障害福祉・医療サービスを提供することができるよう、障害福祉サービス事業所や医
療機関等における災害対策を推進するとともに、他の社会福祉施設等とのネットワークの形成に取り組みます。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

9-(1)-7

○洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内にある施設の避難確保計画
の作成状況や訓練の実施状況を定期的に調査し、事業者等の取り組みを促しまし
た。

障害者
支援課

○浸水想定区域及び土砂災害警戒区域内にある要配慮者利用施設に対して、避難
情報の配信や避難確保計画等の作成を促進しました。

危機管理
室、建設局
河川整備

課、各施設
所管課

9-(1)-8

○在宅高齢者や重度の障害のある人等の家に火災センサーやペンダント型発信機を
付加した緊急通報装置を設置し、火災や救急事案等が生じた際、消防隊や救急隊が
迅速な対応を行うとともに、地域の協力員等と連携を図り、高齢者等が住み慣れた地
域で安心して生活できるよう支援しました。
　・あんしん通報システム登録者数　１，６７１世帯

消防局予
防課、保健
福祉局長
寿社会対

策課

○聴覚や言語機能等に障害があり電話による１１９番通報が困難な人が、ファックス
やメールを利用して消防指令センターに緊急通報できる「ファクス１１９」や「あんしん
メール１１９」を運営しました。
　・「ファクス１１９」　（登録不要）
　・「あんしんメール１１９」　登録者数　７２人

消防局
総務課

9-(2)-1

平成３０年度
実施状況

○「ファックス１１０番」・「メール１１０番」制度について、市ホームページを活用した普
及啓発を実施しました。

市民文化
スポーツ

局安全・安
心推進課

9-(2)-2

（２） 防犯対策の推進

　障害のある人や高齢者が安心して生活するため、防犯対策を適切に講じることで、障害のある人や高齢者等の社会的弱
者が犯罪に巻き込まれることのないような社会づくりを推進します。

聴覚・言語機能障害のある人の緊急通報対応

　障害のある人が警察へ緊急通報する手段である「ファックス110番」及びパソコンや携帯電話のメール機能を利
用した「メール110番」について、防犯教室や各種刊行物を活用した広報活動により普及啓発を図ります。

犯罪被害の防止と防犯環境の整備促進

要配慮者利用施設における避難確保

　水害・土砂災害時に要配慮者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、浸水想定区域や土砂災害警戒区域
内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び訓練の実施を促進します。

平成３０年度
実施状況

災害時の聴覚・言語機能障害のある人の緊急通報対応

　火災や救急事案が発生した時の、障害のある人からの緊急通報体制を推進します。
　例えば、聴覚や言語機能等に障害のある人がいつでもどこからでも円滑な緊急通報を行えるよう、緊急通報手
段である「ファクス119」及びパソコンや携帯電話のメール機能を利用した「あんしんメール119」により、障害のあ
る人からの緊急通報への迅速、的確な対応を図ります。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

平成３０年度
実施状況

○安全・安心な環境の構築をに向けて、地域住民や事業者の犯罪の抑止を目的とす
る公共空間を撮影する防犯カメラの設置に対して、設置経費の一部を補助しました。
　・防犯カメラ設置補助　１９団体(６４台)

○夜間における犯罪の発生を防止し、公衆の通行の安全を図るため、市と地元で分
担しながら防犯灯を設置しました。
　・防犯灯設置　２，９２２灯

市民文化
スポーツ

局安全・安
心都市整

備課

9-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○高齢者等への啓発を行い、また、民生委員や介護事業者など見守っている人に啓
発講座を行うほか、被害未然防止につなげるため、介護事業者などに対して消費者
被害の情報をメールで配信しました。
　・高齢者等に対する消費者被害対策講座　２，４４２名
　・消費者被害の情報メール　２５通

市民文化
スポーツ
局消費生
活センター

9-(3)-2

平成３０年度
実施状況

○いのちをつなぐネットワーク推進会議や各区民児協地区会長会などで情報提供を
行うことで、消費者被害の未然防止につなげるため、きめ細やかで視野の広いネット
ワークを構築しました。

市民文化
スポーツ
局消費生
活センター

　地域の障害者団体、障害福祉施設、警察等との連携の促進等により、犯罪被害の防止に努めるとともに、防
犯カメラの設置補助、防犯灯の設置・維持管理補助により、防犯環境の整備促進を行い、安全・安心な環境の
構築を推進します。

　障害者団体、消費者団体、障害福祉関係団体、行政等、地域の多様な主体が連携して、消費者安全に関わる
情報を共有し、障害のある人の消費者被害の防止に向けて、きめ細やかで裾野の広いネットワークの構築を図
ります。

（３） 消費者トラブルの防止及び被害からの保護

　障害のある人を狙った消費者トラブルについて、被害の未然防止と早期発見による被害拡大防止を図ります。

障害のある人の消費者トラブルの防止及び被害からの救済

　障害のある人の消費者トラブルに関する情報を収集し、積極的な発信を行うとともに、その被害からの救済に
関して必要な情報提供を行います。
　消費者トラブルに関する出前講座等では、障害特性に応じて選択できる教材の提供に努め、障害のある人の
消費者トラブルの防止及び被害からの救済を図ります。

消費者安全に関するネットワークの構築

71



「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

9-(3)-3

平成３０年度
実施状況

○消費生活相談員に対して、様々な研修を実施することで、相談員の能力向上を図
り、より質の高い相談体制を整備しています。

市民文化
スポーツ
局消費生
活センター

消費生活相談体制の整備

　市立消費生活センターにおいて、ファックスや電子メール等での消費者相談を受け付けます。
　また、相談を受ける消費生活相談員に対して、障害のある人への理解のための研修等を実施することにより、
障害のある人の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を図ります。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

10-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○障害者差別解消法及び市条例に基づき、相談体制の整備、地域協議会の運営、普
及啓発活動、職員に対する研修等、障害を理由とする差別の解消を推進しています。
協議会等開催状況
協議会・事例検討部会など　計５回開催

障害福祉
企画課

10-(1)-2

○点字版・音声版・テキスト版の市政だより発行、手話解説・字幕付き市政テレビの放
映、閲覧支援ソフト（音声読み上げ・文字サイズ変更等）によるホームページ運用を
行っています。

広報室
広報課

○不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方やその具体例等を示した
「北九州市職員対応要領」に基づき、職員が差別の解消に向けて適切に対応するた
めの研修を行いました。
　・出前講演等　３２回（うち職員研修等　１１回）

障害福祉
企画課

分野１０．差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止

　社会のあらゆる場面において障害を理由とする差別の解消を進めるため、障害者団体等の取り組みとの連携
を図りつつ、事業者や市民の幅広い理解の下、環境の整備に係る取り組みを含め、障害者差別解消法や「障害
を理由とする差別をなくし誰もが共に生きる北九州市づくりに関する条例」（以下、「市条例」という。）に基づき、
障害者差別の解消に向けた取り組みを推進します。
　また、障害者虐待防止法の適正な運用を通じて障害のある人への虐待を防止するとともに、障害のある人の
権利侵害の防止や被害からの救済を図るため、相談・紛争解決体制の充実等に取り組むことにより、障害のあ
る人の権利擁護のための取り組みを着実に推進します。

（１） 障害を理由とする差別の解消の推進

　障害者差別解消法が施行されたことに伴い、障害を理由とする差別を解消する施策及び合理的配慮の推進に努めます。

障害を理由とする差別の解消に向けた取り組み

基　本　的　な　施　策

　障害者差別解消法並びに同法に基づく基本方針、対応要領及び対応指針並びに市条例に基づき、障害を理
由とする不当な差別的取扱いの禁止や、障害のある人に対する合理的配慮の提供を徹底するなど、障害を理
由とする差別の解消に向けた取り組みを着実に進めるとともに、事業者が適切に対応できるよう必要な対応を
行います。

障害を理由とする差別の解消に向けた施策の推進

　障害者差別解消法及び同法に基づく基本方針や市条例に基づき、社会的障壁の除去の実施についての合理
的配慮を的確に行うため、技術進歩の動向を踏まえつつ、ハード面でのバリアフリー化施策、情報の取得・利
用・発信におけるアクセシビリティ向上のための施策、職員に対する研修等の環境整備の施策を着実に進めま
す。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

10-(1)-3

平成３０年度
実施状況

○障害を理由とする差別に関する相談窓口として「障害者差別解消相談コーナー」を
運営しています。

○市条例に基づき、紛争解決を図るための「北九州市障害者差別解消委員会」を設
置しました。

障害福祉
企画課

10-(1)-4

○障害者差別解消法及び市条例に基づき、相談体制の整備、地域協議会の運営、普
及啓発活動、職員に対する研修等、障害を理由とする差別の解消を推進しています。
協議会等開催状況
協議会・事例検討部会など　計５回開催

障害福祉
企画課

○「人権文化のまちづくり」の実現に向けて、幅広い年齢層の市民を対象に様々な機
会を通じて人権啓発を推進しています。

人権文化
推進課

10-(2)-1

平成３０年度
実施状況

○障害福祉サービス事業者の集団指導の機会を利用したり、定期的な障害者虐待防
止研修を実施する等の啓発活動を行いました。

障害者
支援課

相談・紛争解決等を実施する体制の運用

　障害のある人に対する差別及びその他の権利侵害を防止し、その被害からの救済を図るため、障害を理由と
する差別に関する相談窓口の運営や、解決が困難な事案について助言・あっせんを行う第三者機関の設置等
により、相談・紛争解決等を実施する体制の円滑な運用と、その利用の促進を図ります。

人権施策の推進

　「人権文化のまちづくり」をキーワードに、人間の尊厳、自立、共生・協創の3つを基本理念とする「北九州市人
権行政指針」に基づき、障害のある人を含めた人権施策の推進に取り組みます。

平成３０年度
実施状況

（２） 権利擁護の推進、虐待の防止

　障害のある人の権利擁護のため、更なる施策に取り組みます。

虐待の予防と早期発見

　障害のある人への虐待の予防及び早期発見等を行うため、市民、障害者団体、障害福祉サービス事業者、企
業等に対して、障害者虐待防止法の概要について、積極的に啓発を行うとともに、地域における効果的な協力
体制を検討します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

10-(2)-2

○児童福祉法に基づく児童福祉の専門的行政機関として、子どもに関する相談の受
付、助言や指導、心理判定、障害の判定、一時保護など児童相談所業務を行いまし
た。

○児童虐待、非行、不登校などのさまざまな課題、悩みを抱える子どもや保護者を支
援するため、カウンセリングやケースワーク、関係機関との調整・連携等に取り組みま
した。

子ども家
庭局子ど

も総合セン
ター

○「障害者・高齢者相談コーナー」及び「子ども・家庭相談コーナー」で、障害のある子
どもや家庭に関する相談に応じ、各窓口や関係機関等と連携を取りながら、それぞれ
の内容に応じた支援・対応を行い、相談者の不安や負担感の軽減を図りました。

障害者支
援課、子ど
も家庭局
子育て支

援課

10-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な人に、金銭管理、障害福祉サー
ビスの利用に関わる助言・相談・援助を行ない、地域において自立した生活が送れる
よう支援しました。

○専門職後見人（弁護士・司法書士等）不足を補う「市民後見人」の養成を行うと共
に、法人後見業務を適正に行う団体の運営を補助しました。

障害者
支援課

10-(2)-4

平成３０年度
実施状況

○判断能力が不十分で身寄りのない精神障害のある人、知的障害のある人の福祉を
図るため、成年後見制度利用支援事業により、市長申立て事務及び生活保護受給者
等に対し費用の助成を行いました。
　・費用の助成　１４件

障害者
支援課

10-(2)-5

障害のある子どもの保護者への支援

　児童虐待の背景のひとつにある、障害のある子どもの子育てに係る課題を踏まえて、保護者に対する相談等
の支援に取り組み、虐待の未然防止と早期対応に努めます。
　また、「障害者・高齢者相談コーナー」及び「子ども・家庭相談コーナー」で、障害のある子どもや家庭に関する
相談に応じ、各窓口や関係機関等と連携を取りながら、それぞれの内容に応じた支援・対応を行うとともに、相
談者の不安や負担感の軽減を図ります。

平成３０年度
実施状況

成年後見制度の利用促進

　障害のある人に対する意思決定支援を踏まえた自己決定を尊重する観点から、国の意思決定支援ガイドライ
ンの普及を図ります。
　また、日常生活上の判断に不安がある場合には、権利擁護・市民後見センター「らいと」が実施する市民の力
を活かした法人後見により、日常的な金銭管理や障害福祉サービスの利用援助を受けるなど、成年後見制度の
利用を促進するとともに、成年後見制度の普及・啓発を行います。

成年後見制度利用支援事業の推進

　成年後見制度の利用に際し、法的に高度な専門性を必要とする場合等は、北九州成年後見センター「みると」
と連携・協働し、判断能力が不十分な方の権利と財産を守るための支援を行います。
　また、成年後見制度の利用が困難な障害のある人等については、市長が代わって審判の申し立てを行うとと
もに、生活保護受給者等については、申し立て費用及び後見人等の報酬を助成する成年後見制度利用支援事
業を推進します。

相談・支援の担い手による取り組みの推進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

平成３０年度
実施状況

○障害のある人（障害のある子どもを含む）の相談に応じ、必要な指導、助言を行うと
ともに、地域活動の推進、関係機関への協力や「つなぎ」を行うことにより障害のある
人の福祉の増進を図りました。
　・身体・知的障害者相談員　６３人

障害者
支援課

10-(2)-6

平成３０年度
実施状況

○集団指導や実地指導を通じて、苦情解決に向けた措置を適切に講じるよう事業者
等を指導するとともに、解決困難な場合は専門機関等を利用者に紹介するよう指導し
ました。

障害者
支援課

10-(2)-7

平成３０年度
実施状況

○弁護士会の協力により、障害のある人及びその家族等が抱える「借地・借家」「相
続」「金銭管理」「近隣とのトラブル」など、民事・刑事上の法律にかかわる相談に応じ
ました。
　・高齢者・障害者あんしん法律相談　５６８回

障害者
支援課

10-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方やその具体例等を示した
「北九州市職員対応要領」に基づき、職員が差別の解消に向けて適切に対応するた
めの研修を行いました。
　・出前講演等　３２回（うち職員研修等　１１回）

障害福祉
企画課

　身体・知的障害者相談員を始め、身近な相談・支援の担い手による障害のある人の権利擁護のための取り組
みを推進するとともに、各相談員等の資質向上を図ります。

（３） 行政等における配慮の充実

相談・支援の担い手による取り組みの推進

　障害福祉サービス利用者等からの苦情を適切に解決するために、障害福祉サービス事業者が設けた苦情解
決システムや福岡県社会福祉協議会に設置された運営適正化委員会、本市の保健福祉オンブズパーソンの活
用を図りながら、障害福祉サービス利用者等の権利擁護に努めます。

高齢者・障害者あんしん法律相談の推進

　障害のある人や高齢者の財産管理等、法律に関わる問題を扱う高齢者・障害者あんしん法律相談事業を引き
続き実施し、法律上の諸問題について弁護士会の協力による支援を推進します。

　障害のある人が適切な配慮を受けることができるよう、市の職員等における障害のある人に対する理解の促進に努める
とともに、障害のある人がその権利を円滑に行使することができるように、行政サービス等における配慮を行います。

市における合理的配慮の充実

　市における事務・事業の実施に当たっては、障害者差別解消法の規定により策定した「障害を理由とする差別
の解消の推進に関する北九州市職員対応要領」に基づき、障害のある人が必要とする社会的障壁の除去の実
施について合理的配慮を行います。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

10-(3)-2

○不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方やその具体例等を示した
「北九州市職員対応要領」に基づき、職員が差別の解消に向けて適切に対応するた
めの研修を行いました。
　・出前講演等　３２回（うち職員研修等　１１回）

障害福祉
企画課

○視覚障害者の特性や援助方法等を学び、視覚障害者に対する正しい理解を深め、
窓口等の市民サービスの向上や日常生活での支援に役立てることを目的とする研修
を行いました。
　・市職員を対象とした視覚障害者支援者研修会
　　　　　　　１０回実施　８６人

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

○新規採用職員研修において、福祉講義及び福祉実習を実施します。福祉実習で
は、窓口対応での基本姿勢、視覚障害のある人への配慮（ことばによるガイド等）、車
いすユーザーへの配慮（車いす体験）等、実践的な研修を行いました。

総務局職
員研修所

10-(3)-3

平成３０年度
実施状況

○インターネットを通じて、市の計画や取り組み等さまざまな情報の発信を行います。
アクセシビリティに配慮したホームページ作成ガイドラインと支援ツールを整備してい
ます。

広報室
広報課

10-(3)-4

平成３０年度
実施状況

○選挙公報の点字版及び音訳版を製作して配付するとともに、市ホームページに掲
載して、障害特性に広く対応した情報提供を図りました。

行政委員
会事務局
選挙課

平成３０年度
実施状況

市における行政情報の提供における配慮

　市における行政情報の提供等に当たっては、情報通信技術（ICT）の進展等も踏まえ、アクセシビリティに配慮
した情報提供に努めます。

障害特性に応じた選挙等に関する情報提供

市職員等の研修の実施

　職員研修において、障害及び障害のある人への理解促進を図る研修を実施するとともに、窓口等における障
害のある人への配慮の徹底を図ります。

　選挙に当たっては、点字版「選挙のお知らせ」（選挙公報の点訳版）や音声版「選挙のお知らせ」（選挙公報の
音訳版）又はインターネットを通じた候補者情報の提供等、情報通信技術（ICT）の進展等も踏まえながら、障害
特性に応じた選挙等に関する情報提供に努めます。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

10-(3)-5

平成３０年度
実施状況

○投票所入口等の段差にスロープを設置して、障害のある人や高齢者の利便性向上
を図りました。
　・スロープ設置投票所
　　　常設設置　１３７箇所
　　　仮設設置　　８１箇所
○病院や施設、郵便等による不在者投票を促進しました。
　・不在者投票の実施

行政委員
会事務局
選挙課

10-(3)-6

平成３０年度
実施状況

○市が認定する資格の取得等において、障害のある人に対し必要な配慮の提供を推
進しました。
　・北九州市環境首都検定における合理的配慮の実施

環境局環
境学習課

投票環境の向上と障害のある人の投票機会の確保

　移動に困難を抱える障害のある人に配慮した投票所のバリアフリー化、障害のある人の利用に配慮した投票
設備の設置等、投票所における投票環境の向上に努めます。
　また、指定病院等における不在者投票、郵便等による不在者投票の適切な実施の促進により、選挙の公正を
確保しつつ、投票所での投票が困難な障害のある人の投票機会の確保を図ります。

資格試験等における配慮の提供

　市が認定する資格の取得等において障害のある人に不利が生じないよう、検定試験や講習の実施等におけ
る必要な配慮の提供を推進します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

分野目標

番号 所管課

11-(1)-1

平成３０年度
実施状況

○市条例の内容を周知するための啓発冊子を策定し、市民や事業者に向けて啓発に
努めることにより、差別の解消を推進し、共生社会の実現を目指しています。

○障害や障害のある人に対する関心と理解を深めるため、障害のある人や関係団体
の参画のもと、人権啓発冊子の活用や出前講演の実施などによる積極的な啓発活動
を行いました。
　・出前講演　３２回　３，０８９人

障害福祉
企画課

11-(1)-2

平成３０年度
実施状況

○市条例の内容を周知するための啓発冊子を策定し、市民や事業者に向けて啓発に
努めることにより、差別の解消を推進し、共生社会の実現を目指しています。

○障害のある人に対して、障害福祉に関する啓発活動やまちのバリアフリー点検など
のボランティア活動に参加する機会を提供するための支援を行うことにより、社会参
加を促進しました。
・街のバリアフリー点検等地域環境整備活動 等
　回数　５７回　障害のある人参加者延べ　１８５名

○障害者基本法に定められた障害者週間において、障害や障害のある人に対する関
心と理解を深めるため、啓発活動を行いました。
　・障害者週間における街頭啓発
                        （平成３０年１２月１日実施）

障害福祉
企画課

　障害福祉施策は幅広い市民の理解を得ながら進めていくことが重要であり、行政はもとより、企業、民間団
体、マスメディア等の多様な主体との連携による幅広い広報・啓発活動を計画的かつ効果的に推進し、障害福
祉施策の意義について更なる理解の促進を図ります。
　その際、効果的な情報提供や、市民の意見の反映に努めるとともに、障害当事者以外に対する訴求も重要で
あることに留意します。

障害者週間における啓発活動

　障害者基本法に定められた障害者週間を中心に、各種行事の開催や障害当事者等を講師とする研修会、出
前講演等の取り組みを推進するとともに、市政だよりやウェブサイト、新聞やラジオ等の効果的な活用を図りま
す。

分野１１．広報・啓発の推進（障害のある人に対する理解の促進）

　障害のある人と障害のない人が、お互いに障害の有無にとらわれることなく、支え合いながら社会で共に暮ら
していくことが日常となるように、障害や障害のある人、その障害特性や必要な配慮等に関する理解を促進し、
「心のバリアフリー」を推進します。

（１） 広報・啓発活動の推進

　障害福祉施策を幅広い市民の理解を得ながら進めていくため、また、障害者基本法及び本計画の目的等に関する理解の
促進を図るため、広報・啓発活動を推進します。

幅広い広報と啓発活動の推進

基　本　的　な　施　策
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

11-(1)-3

○市条例の内容を周知するための啓発冊子を策定し、市民や事業者に向けて啓発に
努めることにより、差別の解消を推進し、共生社会の実現を目指しています。

○身体内部に障害のある人を表す「ハート・プラスマーク」や、聞こえが不自由な人を
表す「耳マーク」について、障害のある人の利便性向上や市民の理解促進のため、普
及啓発を図りました。

障害福祉
企画課

○バリアフリーに関する事業や「バリアフリーウィーク」などの啓発活動を通じて、誰も
がお互いを尊重し、支え合い・助け合いを大切にする「心のバリアフリー」を広めること
により、”バリアのない””バリアを感じない”「人にやさしいまちづくり」を推進しました。
　・11/11（日）～11/25（日）をバリアフリーウィーク期間とし、様々なバリアフリーに関
する啓発事業を実施し、そのＰＲを行いました。

保健福祉
局総務課

「社会モデル」の普及と「心のバリアフリー」の推進

　障害とは個人の心身の機能のみに起因するものでなく、障害のある人が自立した日常生活や社会生活を営む
上で障壁となる「社会的障壁」と相対することによって生じるとする「社会モデル」の考え方について市民の理解
を深めます。また、社会モデルの考え方を踏まえ、「障害のある人」についても障害者手帳の所持者に限らず幅
広く捉える必要があることを周知します。
　さらに、様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、
支え合う「心のバリアフリー」を社会全体で推進するとともに、心のバリアフリーへの理解を深めるための取り組
みを進めます。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

11-(2)-1

○事業者及び市民の障害や障害のある人に対する関心を深めるため、障害のある人
や関係団体の参画のもと、啓発活動その他必要な施策を推進しました。

○障害のある人に対して、障害福祉に関する啓発活動やまちのバリアフリー点検など
のボランティア活動に参加する機会を提供するための支援を行うことにより、社会参
加を促進しました。
・街のバリアフリー点検等地域環境整備活動 等
　回数　５７回　障害のある人参加者延べ　１８５名

○障害者基本法に定められた障害者週間において、障害や障害のある人に対する関
心と理解を深めるため、啓発活動を行いました。

障害福祉
企画課

○精神障害のある人の回復、社会復帰、社会参加のためのセルフヘルプ・グループ
の活動とその重要性について広報・啓発する「セルフヘルプフォーラム」を開催しまし
た。
　・セルフヘルプ・フォーラム２０１８in北九州（平成３０年１１月３日開催）

○「セルフヘルプフォーラム」の準備や各セルフヘルプ・グループ間の交流を目的とし
た「セルフハート会議」を開催しました。
　・セルフハート会議　１０回開催

精神保健
福祉セン

ター

平成３０年度
実施状況

障害のある人の参画による啓発活動の実施

　障害や障害のある人に対する市民の関心と理解を深めるため、障害のある人や障害福祉関係団体の参画の
もとで、啓発活動を継続的に実施します。

（２） 障害及び障害のある人に対する理解の促進

　障害及び障害のある人に対する理解を促進するための取り組みを推進します。
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

11-(2)-2

○事業者及び市民の障害や障害のある人に対する関心を深めるため、障害のある人
や関係団体の参画のもと、啓発活動その他必要な施策を推進しました。

障害福祉
企画課

○出前講演やリーフレットの配布、家族会活動への後援等を通して、広く市民に精神
障害についての普及・啓発を図りました。

○外見から障害の有無を判断することが難しい障害のある人は、周囲から理解され
にくいため、シンポジウムの開催や啓発イベントの実施等を通して、市民へ啓発を行
いました。

精神保健
福祉課

○ひきこもりの問題に悩む家族や本人、関心をもつ市民が、ひきこもりへの理解を深
め、望ましい関わり方について学ぶための「ひきこもりを考える集い」を開催しました。
　・ひきこもりを考える集い（平成３０年８月４日開催）

○精神障害のある人が社会参加しやすい地域づくりを推進するため、講義や当事者
の話を聞くことなどを通じて、精神保健福祉への理解者を増やしました。
　・やさしい精神保健福祉講座　全４回実施

○自死遺族支援を目的に「グリーフケア」をテーマとした講演などを行い、自死遺族や
周囲の方の支援を行いました。
・自死遺族支援グリーフケア講演会　１回実施

精神保健
福祉セン

ター

○言語障害のある人が安心して地域生活を送れるよう、言語障害に関する研修会・
出前講演等を行い、障害特性や必要な配慮等に関する理解の促進を図りました。
　・研修会・出前講演等の実施　１５件

地域リハビ
リテーショ
ン推進課

○難病に関する情報の収集、啓発及び提供、並びに教育活動、広報活動を通じた難
病に関する正しい知識の普及を図りました。

難病相談
支援セン

ター

○若年性認知症に対する正しい理解の普及啓発や、支援者向け研修会の実施、本
人や家族に対する必要な情報提供や相談支援を行いました。
・相談支援　１０回（実件数）

認知症支
援・介護予
防センター

障害特性や必要な配慮等に関する市民の理解の促進

　知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能障害、若年性認知症、盲ろう、重症心身障害その他の重
複障害等、より一層の市民の理解が必要な障害や、外見からは分かりにくい障害について、その障害特性や必
要な配慮等に関する市民の理解の促進を図ります。

平成３０年度
実施状況
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

11-(2)-3

平成３０年度
実施状況

○福岡県のパーキング・パーミット制度である「ふくおか・まごころ駐車場」制度につい
て、福岡県と連携して、利用証の交付や制度の周知・啓発等を行いました。
　・ふくおか・まごころ駐車場利用証の新規交付　３，８９５件

○事業者及び市民の障害や障害のある人に対する関心を深めるため、障害のある人
や関係団体の参画のもと、啓発活動その他必要な施策を推進しました。

障害福祉
企画課

11-(2)-4

○人権教育は学校・園が行うすべての教育活動の基盤となるものであり、個々の人権
を尊重し、子どもの実態や発達段階を踏まえ、学校・園の教育活動全体を通じて取り
組みました。

教育委員
会指導第

二課

○保護者や市民、関係機関などに対し、障害のある子どもや特別支援教育について
の理解・啓発を行いました。

教育委員
会特別支
援教育課

11-(2)-5

○障害のある人に対して、障害福祉に関する啓発活動やまちのバリアフリー点検など
のボランティア活動に参加する機会を提供するための支援を行うことにより、社会参
加を促進しました。
・街のバリアフリー点検等地域環境整備活動 等
　回数　５７回　障害のある人参加者延べ　１８５名

○事業者及び市民の障害や障害のある人に対する関心を深めるため、障害のある人
や関係団体の参画のもと、啓発活動その他必要な施策を推進しました。

障害福祉
企画課

○集団指導や実地指導を通じて、地域との交流を図るよう事業者等に対し指導するこ
とで、地域住民との交流を促進しました。

障害者
支援課

○市民が特別支援学校で使用する教材づくりに参加することで、特別支援教育の趣
旨や「合理的配慮」の重要性に対する理解の促進を図り、共生社会の実現につなげ
ていきました。

教育委員
会特別支
援教育課

　点字、手話、視覚障害者誘導用ブロックや身体障害者補助犬、障害者用駐車スペース等、障害のある人に配
慮した設備・制度等の取り組みに対する市民の理解を促進するとともに、その円滑な利活用に必要な配慮等に
ついて周知を図ります。

障害のある人に配慮した設備・整備等の理解促進

学校における人権教育の充実

　各小学校で行われている障害のある子どもと障害のない子どもとの交流及び共同学習を継続的に行うととも
に、指導者が人権についての意識をさらに高め、子どもたちに対して適切な指導ができるよう、各種研修会を通
して周知を図り、人権教育の充実を図ります。

平成３０年度
実施状況

地域住民等との日常的交流の推進

　地域社会における障害のある人への理解を促進するため、障害福祉施設や教育機関等と地域住民等との日
常的交流の一層の拡大を図るとともに、地域活動等において、障害のある人と地域の人が触れ合う機会を増や
すことにより、お互いの理解を深めます。

平成３０年度
実施状況

（３） ボランティア活動等の推進
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「北九州市障害者計画」の基本的な施策の実施状況

資料　２

番号 所管課基　本　的　な　施　策

11-(3)-1

平成３０年度
実施状況

○市民活動サポートセンターでのＮＰＯ・市民活動に関する相談助言や情報提供を通
じて、活動参加のきっかけづくりや交流機会の提供を行いました。

市民文化
スポーツ
局市民活
動推進課

11-(3)-2

○障害のある人に対して、障害福祉に関する啓発活動やまちのバリアフリー点検など
のボランティア活動に参加する機会を提供するための支援を行うことにより、社会参
加を促進しました。
・街のバリアフリー点検等地域環境整備活動 等
　回数　５７回　障害のある人参加者延べ　１８５名

障害福祉
企画課

○発達障害児者の家族会等が実施する啓発活動や相談支援、余暇活動等に対し選
考を行い、事業費の一部を補助しました。

精神保健
福祉課

○障害のある人が自分らしく生き生きと暮らしていくため、当事者、家族、障害福祉
サービス事業者、民間企業等も含めた余暇支援に関するネットワークを構築し、情報
交換の場を設けました。

障害者
支援課

○小・中学生が、地域社会の一員であることを理解し、他人を思いやる心やボランティ
ア精神を育むことができるように、教育委員会や関係団体等との協働により、福祉・ボ
ランティア教育用副読本を作成し、配布しました。
　・「平成３１年度版」を作成し、平成３０年度末に市内全小中学校・特別支援学校へ配
布しました。

保健福祉
局総務課

ボランティアの育成の推進

　障害のある人や子どもの親の会等が大学、社会福祉協議会、NPO法人等のボランティアと連携して実施する
スポーツ、文化活動等の余暇活動等を支援します。
　また、児童、生徒や地域住民等のボランティア活動に対する理解を深め、その活動を支援するとともにボラン
ティアの育成を推進します。

平成３０年度
実施状況

　障害のある人と障害のない人がともに日常生活又は社会生活を営むことができる地域社会を目指し、ボランティア活動等
を推進します。

幅広い広報と啓発活動の推進

　特定非営利活動法人、ボランティア団体等、障害のある人も含む、多様な主体による障害のある人を支援する
取り組みを促進するため、必要な活動環境の整備を図ります。
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